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Abstract 

In corporate management in recent years, the wide variety, the subject is over a complex 

variety in particular there are a variety of risks. Business in globalized society in particular 

not only global enterprises, but also small and medium-sized companies are also affected. 

Not only manufacturing industry has been consolidated in the global supply chain further, 

its importance is increasing trade and trade finance business, Natural resource 

development companies, global, retail, even in the service industries. From accidental and 

serious accident or natural disaster, the cause of the risk of stakeholders and regulatory 

changes in the economic and social environment in which business fluctuations, corporate 

and political, and what is caused by technological innovation, etc. There are those caused 

by the monitoring, and the like request.  

Consider these days, things like fear of infection that span tsunami or large-scale 

earthquake, the world, that the risk of terrorism or the like becomes a hot topic in many 

cases, but that there is a need to recognize again the importance of the risks related to 

business activities of the original . The risk that I'm aware of the need to be addressed or, 

believes 16 industries globalization companies and 64 companies from this point of view, 

and show that recognition of the company is actually based on the "Annual Report", to be 

able to put corporate management I was confirmed that the risk management business 

activities, business strategy includes compliance from crisis management and are two sides 

of the same coin. 
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概要 

近年の企業経営においては、様々なリスクがあり特にその対象は、多種多様、複雑多岐にわた

っている。特にグローバル化した社会における企業はグローバル企業のみならず、中堅・中小

企業もその影響を受けている。さらにグローバル・サプライチェーンで連結されてきている製

造業のみならず、金融業、資源開発企業、グローバルな貿易や取引、小売、サービス業におい

てもその重要性は増している。リスクの発生原因等も自然災害や重大事故といった偶発的なも

のから、経済変動、政治的及び企業を取り巻く経済・社会環境の変化、技術革新等により引き

起こされるもの、そして法的規制やステークホルダーからの要請や監視等により引き起こされ

るものがある。 
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178 

 

昨今、大規模地震や津波、世界をまたがる感染症の恐怖といったもの、テロ行為等によるリス

クが話題になることが多いが、本来の企業活動に関するリスクの重要性を再度認識する必要が

あると考える。この観点からグローバル化企業 16 業種、64 社の考えている、または対処すべ

きと認識しているリスクについて、「有価証券報告書」をもとに実際に企業の認識を確認し、企

業経営おける事業活動、事業戦略とリスクマネジメント（コンプライアンスや含む危機管理を

含む）が表裏一体のものであること確認した。 

 

キーワード 

 事業（ビジネス）リスク、グローバル企業、リスクマネジメント、事業戦略、コンプライアン

ス、危機管理、有価証券報告書,COSO フレーム 

 

目   次 

1. はじめに 

2. 調査手法及び分析の考え方 

3. リスクとは 

4. リスクの認識 

5. 事業（ビジネス）で対象とするリスク（要因からの分類） 

6. リスクマネジメント 

7. 有価証券報告書が捉えるリスク項目 

8. リスクの保有（受容）と回避 

9. 経営に求められる桃 

10. 結論と今後への示唆 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

179 

 

 

１．はじめに 

2013 年は、アルジェリアにおけるテロ事件に始まり、欧州の金融危機、中国のシャドーバンキ

ング問題、フィルピンを襲った巨大台風と各種の自然災害、タイの政治危機並びにソチオリンピッ

クを控えたロシアでのイスラム過激派により自爆テロとまさに各種のリスクが顕在化した年でも

ある。またエネルギー問題や地球温暖化防止の対策の流れも先進国と途上国・新興国間で対立が明

確化し、決着を見いだせない年でもありました。TPP,EPA を始めとする各地域、各国間の経済連携

による交渉・協議と対立もまたひとつのリスクとして大きく認識された年でもあった。 

但し、わが国では、自然リスクが他国より比較的多いため、リスクという場合、自然災害に対応

するリスクをより強く意識しがちであるが、やはりリスクの中心は経済リスク特に、事業（ビジネ

ス）リスクの影響が頻度も強度も大きいことが言える。 

このため、ビジネスの世界は、これらのリスクをどのように認識し、対応してきたのだろうか。

また対応しようと準備してきたのか。 

本稿では、特に我が国のグローバル化している主要企業や各産業界における事業（ビジネス）リ

スクに焦点を当て、我が国の主要 13 業種、62 社の「有価証券報告書」に記載の「事業等のリスク」

に焦点を当て、分析し、業界毎の特徴を明らかにする。 

なお、ここでは、新たなビジネスとして脚光を浴びている「マーケットデザイン」の分野として

市場の設計や情報利用による産業であるサービス業における「マッチング」や「オークション」に

よる取引分野の企業並びに情報を利用した、新金融（デリバティブ＜先物とオプション＞を取り扱

う金融ビジネス）のビジネス、投機家によるビジネスである金融混乱と株式・債権その他金融資産

の大暴落に関する事業の分野は除くものとする。 

さらに歴史の古い産業としての農業・農業経営における天候異変による不作、漁業経営における

海流・気温異変による不漁等のリスクにおいても対象外とする。 

 

２． 調査手法及び分析の考え方 

１) 調査手法 

東証上場企業 16 業種*1）６４社の有価証券報告書（2012 年及び 2013 年の決算終了後）の「事業

等のリスク」の項目を拾い出し、本論文のため修正・作成した「企業がビジネスリスクとして認

識する項目（一覧）」の各リスクの項目に当てはめ整理する。各社報告書はインターネットにより

各社のホームページを検索し、より、EDINET*2）等に基づき当該有価証券報告書部分をダウンロ

ードし、収集する。 

さらに各社の営業報告書や中期経営計画報告資料も経営状況・目標・戦略の説明資料も合わせて

参考とする。 

２）分析の考え方 

企業毎に、①外部リスク、内部リスクのどの項目が網羅されているか。 

②認識しているリスクの範囲（項目の多さ、細かさ）（項目が多ければより詳細にリスクを検討し

ていると考える。）③各リスクの順位又は各リスクに対するウエイト付をみる。＜実際に順位はあ

まり意味がなく、またウエイト付が判断できる基準はなく、網羅的な標記となっていることが予

想される。＞ 

但し、業種業界は同一内で比較する。業種業界が異なれば、重要視するリスク項目は自から異

なる。 
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３）評価 

業種業界毎にそれぞれの特徴を抽出する。業界特有のリスク項目を抽出し、評価する。資源・

鉱山と製造業は異なり、サービス業においても金融業と非金融サービスでは異なり、設備投資が

重要なサービス業とその他でも異なる。いわゆる総合商社と小売業（流通業）そして、その他サ

ービス業でも異なる。 

また、内部リスクは外部リスクと内部リスクに分かれるが外部リスクはある意味で各社に共通す

る部分が多い。グローバル化企業では対象地域の偏りもあるためその知育の特徴も出てくる。 

これらを評価し、記述的に比較する。点数化しての数量化評価はあえて実施しなかった。（点数

化時点での評価がかなり困難であることが要因として挙げられる。） 

＊区分は本論文のため名称を変更し、また東証の区分を集約・組み換えしている。  

＊1）16 業種（化学・ファイン・トイレタリー、鉄鋼・非鉄金属、重電機、生活家電、精密機器、

重機械、自動車、医薬品、食品・飲料、繊維･製紙、資源・石油・金属鉱山、エンジニアリ

ング・建設、航空・海運・鉄道、商社、小売・スーパー、金融（銀行・証券、損保・生保）） 

*EDINETとは、金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム

（Electronic Disclosure for Investers’NETwork）のこと。利用者は Web上で閲覧出来る。

（2004年 6月 1日以降義務付け） 

 

３．リスクとは 

リスク（RISK）の定義は種々あるが、一般的には、（経済活動分野を主に）「ある行動に伴って（あ

るいは行動しないことによって）、危険に遭う可能性や損をする可能性を意味する概念」と理解さ

れている。 

勿論、政治の分野では、国家の安全保障が最大の過大であり、国内政治においては、生活保障、

雇用確保、安全衛生、自然災害の防御、最近では情報・通信インフラの確保等多方面において種々

のリスクを想定し、対処する必要が出てきている。 

又その他分野で特に、医療分野では、治療・医療機関（予防接種も含む）にかかるリスクと治療

を受けないリスク等の問題もあり、対象となる当事者の置かれた状況、環境等により、またリスク

が発生する時点（予想される時点・時期）やその重要度（重篤度）がリスクの考え方に大きく影響

する。 

事業（ビジネス）分野では、リスクマネジメントとして、かつての「損失発生防止」を目的とし

たミクロ的な管理手法から、「企業価値の極大化」を目的とするマクロ的な管理に軸足を移し、フ

レームワークを構築するようになってきた。 

経営の根幹である経営資源を効率よく運用し、企業価値を最大化（期間利益を最大化することも含

め）するための重要なサポート機能を果たしており、経営計画とも深くリンクしている。 

ここでは「あらかじめ予測しもしくは予測していない事態の発生により損失を被る可能性」およ

び「事業活動から得られるリターンが予想から外れる可能性」と定義し、以下 3 点をリスクマネジ

メントの目的としている。（*住友商事の例） 

ⅰ）「業績安定」：計画と実績の乖離を少なくして安定収益を確保すること。 

ⅱ）「体質強化」：リスクを体力（株主資本）の範囲内に収め、リスク顕在化の場合にも事業に支障

を来たさないようにすること。 
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ⅲ）「信用維持」：法令遵守などの社会的な責任を果たし、信用を維持すること。 

 

等が新たなリスクの考え方となる。 

  但し、ⅰ）の安定収益の確保の項目は、当該企業の状況や成長の度合いにより目標は異なる。 

   例えば、起業したばかりの企業、漸く成長路線位に入り始めた企業、まさに成長真っ最中の企

業、安定成長に達した企業、成長が鈍化し成熟期に入った企業、安定からやや後退、衰退期（赤

字決算が継続している企業等）に入り始めた企業とその企業の状況により目標は異なる。 

 

ハザード（HAZARD）との違い 

ハザードが潜在的に危険や損の原因となりうるものを指し、リスクは実際にそれが起こった現実

の危険、損の甚大さとその事象が発生する可能性（確率）を組み合わせた概念であり、いくら甚

大さが大きくとも発生する確率は低ければ、リスクは小さいと言える。一方、甚大さはそれほど

でなくとも、発生する頻度が高ければリスクは大きいと言える。発生の確率は、一様ではなく、

時間（歴史）と共に変化することがより重要となる。 

このためいつもリスクの発生確率を見直しておく必要がある。 

 

リスク評価に基準として 

① 経済産業省のリスクアセスメント・ガイドブック（実務編）＜労働安全・作業安全＞の指標を表

記する。 

リスクの大きさは、Ⅰが一番大きく、数字が大きくなるにつれ小さくなり 20が最小となってい

る。 

 

② 環境省（医薬品食品衛生研究所化学物質情報部）の環境リスクでは以下の定義を行っている。 

「リスクとは、有害または、不利益な事象（地震、家事や交通事故にあう、傘なしで外出して

雨に合うなど）に遭う可能性の大きさをいう。化学物質の有害影響では次のような目安でリス

クを推定する。 

 『リスクとは望ましくない事象の起こる可能性＝確率的な事象の話しである。』 
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環境リスクの考え方として、環境への排出と健康リスクの関係で、リスクが有害性（毒性）の

強さと人の暴露量の掛け合わせにより決まることから、以下のことが言える。 

 ・毒性が強くても体に入らなければ影響は起こらない。 

 ・環境中に多くあっても毒性がないか、低ければ問題は起こらない。 

 ・環境への排出量は、そのまま体に入る量とは違う。 

③ 文部科学省のリスク（科学技術・学術政策局政策課） 

文部科学省は、安全の定義を定めそれを脅かす要因としてリスクを逆定義している。 

「安全とは、人とその共同体への損傷、ならびに人、組織、公共の所有物に損害がないと客観

的に 判断されることである。ここでいう所有物には無形のものも含む。」 

「社会において、様々なシステムや制度が人間の手で設計され、運用されている。これらの安

全について考えた場合、安全とは、設計段階において安全性が十分に考慮されているとともに、

人間が運用する際における安全が確保できている状態である。また、安全を侵害する意図が存

在する場合は、上記の状態に加えて、その意図の抑止・喪失が実現できている状態である。」 

「安全を脅かす要因（以下、リスクと記す）による被害を最小限に抑えるためには、発生抑

止や被害防止等の事前対策に加え、発生後の応急対応や被害軽減、復旧復興等の事後対策も

含めた総合的な対策が必要である。したがって、リスクに対して、事前および事後対策の両 

方がなされている状態が安全であるといえる。」 

「社会システムが、利用者である個人の行動と密接に関連しているということは、社会シス

テムの安全が何らかの方法で確保できても、安全を考慮せずに個人が行動すれば、安全な社

会は容易に崩れることを意味している。したがって、社会システム固有の安全性に加えて、

利用する個人が安全に対する知識・意識を持ち、それに沿った行動をとることで初めて、安

全が確保されるといえる。」 

「世の中で起こりうる全ての出来事を人間が想定することは不可能であり、安全が想定外の

出来事により脅かされる可能性は常に残されている。そこで、リスクを社会が受容可能なレ

ベルまで極小化している状態を安全であるとする。同時に、社会とのコミュニケーションを

継続的に行う努力をすることにより、情勢に応じて変動しうる社会のリスク受容レベルに対

応する必要がある。」 

「安全を高めようとすればするほど、利便性や経済的利益、個人の行動の自由等が制約され、

プライバシーが損なわれる可能性がある。よって、安全性を向上させる際には、このような

トレードオフの関係を考慮する必要がある。しかしながら、より高いレベルの安全を実現す    

るためには、安全と自由のトレードオフの次元にとどまらず、安全性と行動の自由やプラ

イバシーを並立させる努力を続けることが重要となってくる」とあり、事業（ビジネス）

に関しての示唆よりは、個別技術や  

複合技術、技術と人間との関係から安全を述べこれに対する対処としてのリスク管理（マ

ネジメント）の考え方となっている。 

各省庁の考え方の違いがよく出ている。 

 

リスク ＝ 有害性（毒性）の強さ × 人の暴露量 
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★通常よくリスクの評価に使用されるリスクのマトリックス図を以下５種示す。 

ⅰ）日経 BP社の「リスクを飼い慣らせば未来が見える（リスク・コンサルタント：浦嶋繁樹）」

より引用） 

 

リスクの大きい順：Ⅰ⇒Ⅱ⇒Ⅲ⇒Ⅳとリスクは小さくなる。 

対策の方向性もⅠは回避であり、Ⅱは強度を下げる移転、分散。Ⅲは頻度を下げる予防・防止

となる。そしてⅣはコストをできるだけ掛けない容認となり、合理的な対策ができ「最小のコ

スト」「最小の人数」「最小の時間」が達成されるはずだ。 

ⅱ）リスク・インパクトを数値評価したもの。 

 

ここでは、リスクが具体的な結果として現れる時の重大性（インパクト）とその事象が起こり

うる頻度（発生頻度）をそれぞれ 5段階に表しその両方の起きる事象を表したマトリックス表

に表したものである。重大性を 10万ドルから 10億ドル以上の 5段階で表示。 

 

リスクへの対応：リスクの重大性と発生頻度を 9区分に分け、どの分野がどのような対応をす

る 
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かの凡その位置づけを行ったもの。 

ⅲ）（リスク・サービス㈱の HP よりマトリクスポジション：引用） 

 

「マトリクスをきれいに４分割し、右上に「回避」、右下に「低減」、左上に「移転」、左下に

「保有」と表示するのですが、実務上は、その通りにはなりません。 企業それぞれのリスク特性 

によって上の配分は変わりますが、抱えるリスクの１／４を保有できるような企業はほとんどな

いでしょうし、リスクの１／４を回避してしまえば、事業そのものが大幅に縮小もしくは事業が

成り立たなくなってしまいます。」（引用） 

ⅳ）独立行政法人情報処理推進機構（IPA）の HPにおける「情報セキュリティマネジメントと PDCA

サイクル」における、「リスクへの対応」より引用 

 

 

ⅴ）以下にリスクマップの参考例として、機械製造業のリスクマップ参考例を挙げる。 

（損保ジャパン・日本興亜リスクマネジメント社の HPのサービスメニューのうち総合リスク 
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マップより「リスクマップの作成」より引用） 

 

 

以上の各マトリックスを参考とする場合でもリスクの管理範囲は、対象者（評価者叉は受忍者）、

モノ、こと、により千差万別となる。 

＜リスク管理の分類＞ 

分類例示すると、リスク管理する範囲は、個人（健康や病気、治療法等、行動計画、生活計画

＜運動、レジャー、旅行等も＞）、地域・自治体（防犯、火災、感染症、大規模自然災害、地域

特有の工場災害・密集地・過疎地問題、その他＜教育・医療・福祉等＞）、広域自治体・連合体、

企業、産業（個別商品（ハード、ソフト）の品質、サービスの品質といったものから大型設備・

機器、運営・使用する施設、システム、サプライチェーン等も含む）、国家、国家群を範囲とす

るものまで、幾階層にも分かれている。また各階層間での関連・連携もある。 

特に、企業については、グローバル化の中で、地域、国家の枠組みを超えた社会基盤（経済シ

ステム、商業慣習、政治システム等）、文化基盤（伝統、教育、衛生・医療、福祉・相互扶助シ

ステム、宗教も含む）のリスク管理がより必要となってきている。 

なお、集団安全保障体制は、国家・地域間での政治・軍事リスクをより低下させるための対応

としてのシステムでもある。 

企業リスクにおいても、製造業、サービス業、金融業と捉え方は大きく異なる。通常、製造業

の リスク若しくは、製造過程（建設業にあっては建設工事に関わる）に関わる安全のリスク、

製品そのモノに関わるリスク、製品のうち食品に関わる安全リスク、自動車・車両に関わる安

全リスク、医療関係では医療サービスや薬剤に関わる安全リスク等いろいろなものがある。 

 

ここでは例として、金融業（損害保険会社：MS&AD Insurance Group）及び（証券会社：野村證 

券）のリスクの捉え方を表示する。 
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事例‐１＜MS&AD＞ 

リスクの大きさの定義 

  

 

リスク対応に進む前に、大事なリスクを絞り込、優先順位をつけて処理する必要があります。 

これが「リスク評価」作業です。以下の表は、リスクの大きさを「見える化」するための表で

す。 

影響度が大きく、発生頻度が高いほど、リスクマトリックスの右上に現れます。 

注）損害保険会社は、基本的にマーケットとして国内で、特に製造業を対象としているため、 

グローバル企業そのものや、サービス業その他産業に対するリスク項目の評価はあまりなられ

ていないきらいがある。（当然、サプライチェーンとして国内海外子会社、関連会社を含めた評

価は、あまり注力されていない。 

★リスクの分類として大きく 2つに分け対応を考えている。 

1）純粋リスク・・・内容：火災・自然災害のようないわゆる偶発的事故や人為的ミスに起因す

るリスク 

                 特徴：企業は損失のみを受け、何ら利益は得られない 

                 リスクの事例：財産リスク、費用・利益リスク 

                 人的リスク、賠償責任リスク 

            損害保険の利用：損害保険でカバーされるものが多い 

2）投機的リスク・・内容：政治的、経済的変動のような環境変化に伴うリスク 

          特徴：企業は損失を受けることもあれば、逆に利益を受けることもある。 

   リスクの事例：経済的情勢変動リスク、 

政治的情勢変動リスク 

          法的規制の変更に関わるリスク 

          技術的情勢変化に関するリスク 

   損害保険の利用：一般的に損害保険ではカバーされないものが多い。 

★リスク分野として、以下の 7分野を上げている。 

 ・事故・災害リスク・・・事故、自然災害、インフラ途絶、コンピュータダウン等 

 ・法務（訴訟）リスク・・製造物責任訴訟、知的財産権訴訟、環境汚染責任等 

 ・財務リスク・・・・・・投機失敗、不良債権発生、株価変動、資産陳腐化等 

 ・経済リスク・・・・・・金利変動、為替変動、税制改正、金融不安等 

 ・労務リスク・・・・・・雇用差別問題、セクハラ・パワハラ、役職員のスキャンダル 

             求人難、リストラ、労働争議 

 ・政治リスク・・・・・・戦争、革命・動乱、制度改正、貿易制限、非関税障壁等 

 ・社会リスク・・・・・・企業脅迫、誘拐・テロ、機密漏洩、産業スパイ 

リスクマトリックス例 

影響の

大きさ

レベル

（D） 

影響度大  台風・洪水 

地震・噴火 

 

為替変動 

影響度中 役員賠償責任 火災・爆発 労働災害 

リスクの大きさ（R）＝発生した時の影響の大きさ（D）×発生確率（F） 
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事例

‐２

＜野

村證

券＞ 

「リ

スク

とは、

損を

するという意味だけではなく、予想通りにいかない可能性のことをいう。リスクには、さまざ

まな種類がある。 

インフレリスク  

預金などの利率よりも、物価上昇率の方が高いと、実質的には資産価値が下がったことになる。  

信用リスク  

元本の返済や、金利の支払いが滞ったり、停止されることがある。デフォルトリスクとも云わ

れ、主に債券投資の際に使われる。  

流動性リスク  

ディスクロージャーが薄い時、売りたいのに売れない場合や、注文が殺到して値段が付かない

場合に被るリスク。  

為替リスク  

外貨建ての金融商品には、為替変動によって予期せぬ損益が生じる場合がある。  

金利リスク  

債券は保有期間中に市場金利が上昇すると、市場での取引価格が下落する。  

市場リスク  

株式に投資した場合、株価はその企業の業績だけでなく、市場全体の動向に左右されることが

ある。代表的なものに、価格変動リスクがある。  

カントリーリスク  

ある国の政治情勢が安定しており、経済が堅調なら、その国（の証券）に投資するリスクは低

いといえ、逆に政治や社会経済が不安定であった場合、カントリーリスクは高いと考えられる。  

地政学的リスク  

ある特定の地域が抱える政治的・軍事的な緊張の高まりが、その特定地域の経済、もしくは世

界経済全体の先行きを不透明にするリスク。」 

 

２）リスクの分類 

各社のリスクに対する捉え肩を参考して、本論ではリスクを広くみると、以下の 5 点に分類 

できる。（発生原因から見る） 

① 経済学、経営学上のリスク・・・人間（集団、個人）の行為から発生するリスク 

ⅰ）金融リスク・・・金融システム、金利、為替、デフォルト等 

ⅱ）株式投資リスク・・・株式、債権市場、倒産、統合・合併等 

ⅲ）事業リスク・・・投資、生産、調達、販売、予測、代金回収等 

交通事故 

 

影響度小  投機失敗 

不良債権 

企業買収 

株価変動 

 

 発生頻度低 発生頻度中 発生頻度大 

 

発生確率レベル（F） 
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ⅳ）制度リスク・・・貿易等各種ルール、送金システム、課税制度等 

② 物のリスク・・・物質と環境（利用法も含め）と安全の関係から生じるリスク 

        （危険性、有害性） 

         モノ固有の危険性（機械・金属、化学、物理（熱・圧力・燃焼等）） 

         （JIS規格、58‐4「リスクマネジメント」（2009）の中でも紹介されている） 

         健康（急性毒性、慢性毒性、発がん性、感作〈アレルギー〉性・生殖毒性

変異原生）、生命（医療等）、 

環境(生態)（動植物、オゾン層破壊、温暖化物質、水棲生物、陸棲 

生物等に対する急性・慢性毒性に対するリスク 

③ 工学上のリスク・・・危害発生の確率、危害の顕在化 

          発生不確実性、システムリスク（情報・通信システム） 

④ 自然リスク・・・・推定できる自然リスク（危険の及ぶ範囲、内容、影響） 

         時期、規模の予測は対象の自然（感染症も含む）の状況により異なる。 

＜感染症の蔓延等もビジネス活動への影響度により評価される。＞ 

⑤ 政治・社会リスク・・テロ、テロ支援国家、独裁・閉鎖国家、軍事国家等への評価となる。 

 

この分類で現れされた各リスクに対して誰が、何を、何のために（目的）、どのように、認識し、

意思決定プロセスの中で対応して行くかが重要となる。勿論対応しない、決定しない（先送り）

との決定もある。 

  本論は、企業における事業（ビジネス）リスクを中心とするため一定の側面から見ることにする。 

 

４．リスクの認識 

本論では、経済・経営（一部社会・文化）側面から主にリスクを考察していく。 

１）事業（ビジネス）で扱うリスクは、経済学、経営学上のリスクを言い、下記の項目が含まれる。 

①金融・・金融制度（システミックリスク）、為替安定（経常収支、財政）、 

金利の安定（バブル対策、インフレ・デフレ）、流動性確保（シャドウ・バンキング）、

金融市場の透明性 

②貿易・投資・・関税、非関税障壁の撤廃、低減・・・WTO,TPP,EPA 等の枠組みの成否 

         金融投資（株式、債券、国債、その他金融商品＜デリバティブ含む＞、商品（先

物商品）投資の安全性、 

③国家の財政政策・・財政健全化、デフォルト回避、その他 

             税制度（国税、地方税）（特別課税制度） 

             年金制度（社会保障制度） 

④ 経済制度・・・会計制度、知的財産制度、規格・標準制度等含む）、 

⑤ 経済政策・・・経済関連法、基準、規則、指針、指導、補助制度等を含む） 

 

個別企業のリスクとして（事業、組織・制度等の変更、新たな導入、廃止による影響）。 

⑥ 個別企業の経営・事業見通し、戦略等収支実績、予想、計画に関しての変動リスクがある。 

事業リスク・・ⅰ）事業計画（事業提携、資本提携、合弁事業、提携解消、投資（直接、間接、

単独・共同等投資）、 

ⅱ）生産、販売・予測、調達、代金回収（本国送金含む）、 
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          ⅲ）租税対策等におけるリスク（グループ会社全体最適で） 

          ⅳ）研究開発投資・成果、新製品事業化リスク（ライセンス戦略含む） 

          ⅴ）投資計画（生産投資：生産拡大、生産品目変更、生産拠点の変更等、設備

保全、在庫増大等）におけるリスク 

制度リスク・・・各種ルール：税制、会計制度、法律制度（知的財産権、独占禁止法、公正取

引法、景消・表示法等の改変、規制強化 

国際制度リスク・・個別国家の税制、関税、貿易ルール（事務手続き）、 

国際標準（ISO、その他の規格・標準）の制定のリスク 

デファクト・スタンダードへの対応 

・国際的情報・セキュリティ・ルール、 

・国際経済協定（WTO,TPP,EPA 等） 

世界経済リスク・・経済成長、人口増加・減少リスク、 

資源（エネルギー、鉱物資源、食料、水、食料その他）の調達リスク 

国際金融システムの変化・変動 

各国の国内状況・・政治、経済、社会（労働）、治安、保健衛生等 

            先進国、新興国、途上国では置かれた状況が異なる。 

さらに、近隣諸国との経済、政治、社会的な連携や協力形態の強度（親密度）や逆に反目す

る状況かの問題もあり、1 国のみの個別リスクだけではない。 

又グローバル化社会において、企業戦略としての商品（商品群）毎のサプライチェーンも

考慮したリスクも重要な課題となる。 

１）リスク認識の重要性 

事業経営・運営においては、これら多数のリスクの認識があってはじめて、リスクの回避、低

減、保有、移転の対応が取れるのは言うまでもない。 

リスク認識がまず事業経営の出発点である。 

リスク認識のセンサーとしての重要性は正に最重要と言える 

２）企業におけるリスクの認識は、 

トップの認識のみならず、組織運営を通じて、ミドルレベル、ロアレベルを含む全社の問題と 

して、漏れのない把握が重要である。 

（近年は、事業リスクの中に CSRやコンプライアンスの視点からのリスクの把握も重要となっ

て 

きている。特に CSR においては、ステークホルダーの視点もより重要となっており、社外から

のチェックや監査、評価もより重要となってきている。） 

まさに事業経営は、リスク・ベース・マネジメントと言える。 

   又、リスク対策は、一方で内部統制の観点と密接にリンクしていると言える。 

 

  ・会計・財務報告（特に外部報告の適正化）・情報システムの関連から、米国の SOX 法に準拠し

た全社的リスクマネジメントの統合的フレームワークに基づいた経営が求められている。 

   2013 年の改訂では（米国版）、グループ管理の強化がうたわれ、我が国のグローバル企業もこ

の導入・適用が重要となってきている。改訂フレームワークにおいて「報告」目的に変更され

た。これにより、財務報告のみならず、非財務情報の報告も目的に含まれることになります。 

また、報告には「内部向け報告」と「外部向け報告」が含まれる。 

COSO フレームワークを以下に図に示す。 
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（2013 年より財務報告が非財務報告を含む「報告」に拡大した） 

 

（http://www.internalcontrol-navi.com/outline/framework/coso.html より引用） 

★COSOにおける内部統制の目標は 3点あり、 

① 業務の有効性と効率性、②報告（旧財務報告）の信頼性、③関連法規の遵守(コンプライア

ンス)であり 

★COSO における内部統制の構成要素は 5 つの要素からなっている。 

① 統制環境、②リスクの評価、③統制活動、④情報と伝達、そして⑤モニタリング（監視活動） 

    であり、これらを有効に活用することにより経営・事業（ビジネス）リスクを抑える統制手

段とすることができる。 

ただし、リスクマネジメントの観点から COSO の基準を見ると、「COSO では内部統制につい

て、取締役会や経営者に『合理的な保証』の提供を目的とするものであって、『絶対的な保

証』を提供するものではない」とされているため例えば、個別企業において、「我社は内部

監査機能が充実している」または、「あらゆるマニュアルが備わっている」というように、

多くの時間と労力をかけ内部統制が十分に整備されていたとしても、リスクが完全に消え去

るわけではない。 

内部統制により、不祥事（多くの事業リスク・経営リスクの一部を構成する）の発生確率を

減少させることはできるが、発生を完全に防ぐことはできないのは言うまでもない。 

 

５．事業（ビジネス）で対象とするリスク（要因からの分類） 

事業リスクの分類について、川崎重工業㈱のリスク項目リスト*4 をもとに、サービス産業や、

資源開発産業、請負型事業（建設・エンジニアリング産業、ある意味でソフトウエア開発受託産

業等）、金融産業、その他事業サービス産業にも適用できるよう拡張した、分類表を作成した。

（添付参考資料を参照） 

*川崎重工業㈱のホームページのうち、CSR 情報⇒リスク管理・危機管理の項目の「対象リスク

一覧」を参照のこと。 

（http://www.khi.co.jp/csr/management/manejiment.html） 

 

  

http://www.khi.co.jp/csr/management/manejiment.html
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対象リスク一覧（川崎重工業㈱ホームページより引用） 

リスク分類 リスク名称 

外部リスク ハザード 大規模災害 

事故（第三者による） 

政治・社会 政府・社会の安定 

法令・諸規則改変 

技術 技術革新 

市場環境 競合他社 

顧客ニーズ 

経済 景気悪化 

ステークホルダー 株主・アクティビィスト 

風評 

人権問題 児童就労・強制労働 

内

部

リ

ス

ク 

戦略リスク ビジョン ビジョンの有効性 

意思決定 新規事業への進出 

設備投資 

企業買収 ・合併 

組織 組織構造の有効性 

ブランド カワサキバリュー（ブランド） 

コーポレート・ガバ

ナンス 

経営者の統制 

事業リスク（部門個

別） 

営業 販売戦略 

債権回収 

顧客対応 

開発 開発テーマ 

開発能力 

設計 関連部門との連携を考慮しない設計 

設計能力 

設計品質 

調達 CSR 調達ガイドラインの徹底 

適正価格による調達 

安定した調達先の確保 

調達先管理 

倉庫 在庫管理（材料、仕掛、製品） 

生産 生産能力の不足 

生産工程管理 

生産設備 

工務 個別受注プロジェクト管理 

品質保証 製品サービスの不良 

物流 流通チャネルの管理 
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輸出・輸入手続き 

海外 カントリーリスク 

商習慣 

国内現場 運転・メンテナンス 

地域特性 

経理 会計処理 

財務報告 

税務 

財務 金利上昇 

外国為替変動 

資本調達 

資金繰り 

年金資産運用 

株式 

格付 

管理 予算・計画・管理 

業績評価 

目的・戦略の整合性 

広報 メディア対応 

法務 契約条項 

訴訟対応 

情報処理／ＩＴ 情報漏えい 

ネットワーク・システムダウン 

情報インフラ 

CSR CSR 活動 

外部報告 内部統制評価 

情報開示 

環境 CO2排出 

環境汚染 

コンプライアンス 組織的な不正 

従業員の不正 

ハラスメント 

企業倫理、社会規範、 

法令および規制遵守 

独禁法・公取法 

輸出管理 

社会貢献 社会貢献活動 

事業リスク（部門共

通） 

人事・労政 人財・人員不足 

安全衛生管理 

労務管理 

人事処遇 
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６

．リ

ス

ク

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト 

１） 企

業

（

事

業リスク）のリスクマネジメントとは、 

会社法に則り、内部統制システムの観点から、事業の経営・推進に関して、社内規定等に基づ

き、想定される経営リスクを選定し、それによる損失を回避、極小化するための管理であり、

正に事業（ビジネス）マネジメントの本質として位置づけられるものである。 

この点で、事業経営とリスクマネジメントはまさに一体であり、リスク認識を明確にし、特に

重要なリスクについて有価証券報告書等に開示することは、経営上の義務である。 

ここでいう重要なリスクとして、恒常的な事業経営・推進でのリスクのみならず、重要プロジ

ェクト（業務提携、企業買収、新たな巨大なプロジェクト投資＜資源権益の獲得を含む＞、金

融投資、ジョイントベンチャーによる受注活動等）のリスクがあり、これらの重要プロジェク

トについては、個別のリスク管理システム、体制にて行われることが多い。 

特に上場企業で且つグローバル化した企業（ビジネスのフィールがグローバル化するのみなら

ず、ステークホルダーがグローバル化し、とりわけ株主、顧客がグローバル化している企業）

では最も重要なマネジメントと言える。 

ここで問われるのは、収益力のみならず持続的企業価値の向上であり、このためステークホル

ダー各構成員の支持を得なければならない。 

すべての経営結果は、経営陣のマネジメント品質とそれに向けての対応に依るものである。こ

の意味で、経営戦略策定にあたっても、人事、財務、法務その他の管理系部門の策定の重要性

が増している。 

短期的な目標管理や戦略にとどまることなく、中長期での企業理念やミッション策定、そして

戦略策定にリスクマネジメントが欠かせない。 

 

  ２）企業にリスクマネジメントの事例紹介 

以下に企業のリスク管理基準およびリスク管理のための組織、運営方法等につい 

て、川崎重工業㈱でのリスク管理例を示す。（なお、下線及び太字は、筆者が加筆した） 

＜リスク管理の方針＞ 

人権問題 

業務運営 マネジメント能力 

関係会社管理 

コミュニケーション 

権限・制限 

業務効率 

アウトソーシング 

知的資産（ナレッジ・ノウハウ） 

知的財産 

業務提携 

セキュリティ 

情報の共有化 

与信管理 

作業環境 
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「当社では、会社法に基づき、取締役会において「内部統制システム整備の基本方針」を決議

しています。この中で、リスク管理については「リスク管理規則」に則り、リスクまたはリス

クによりもたらされる損失を未然に回避・極小化するためのリスク管理体制を適切に運用する

ことを定めています。 

 また、カワサキグループ・ミッションステートメントにおいて、収益力と企業価値の持続的

向上を図るためグループ経営原則の指針として、リスクマネジメントを掲げています。 これ

を受け、当社グループのリスク管理における基本方針を「リスク管理規則」で次の通り定めて

います。 

１．「世界の人々の豊かな生活と地球環境の未来に貢献する”Global Kawasaki”」に示すグルー

プミッションの実現を目指して、当社（グループ）のグローバルかつ持続的な事業運営を可能

とするため、リスク管理を継続的に実施する。 

２．リスク管理実施においては、社長を最高責任者とするリスク管理体制を構築し、当社（グ

ループ）の事業運営を阻害するリスクの未然防止に努める。 

３．万一リスクが顕在化した場合には、顧客、従業員、地域社会など各ステークホルダーの損

失を最小限にとどめると共に、その再発防止に努める。 

４．役員および従業員の各人がリスク管理に積極的に取り組むと共に、リスク管理体制の維持

およびリスク管理・対応能力の向上に努める。 

 これら基本指針に基づき、「リスク管理規則」および「全社的リスク管理マニュアル」では、

全社として組織的なリスク管理を実施するために、各業務担当部門はこれまで行ってきたリス

ク管理を強化するとともに、全社としては、毎年、経営に重大な影響を及ぼす重要なリスク（全

社認識リスク）を特定し、全社的に対策を講じる必要があるリスク（全社対応リスク）を定め、

対策を実施し、その結果をモニタリングすることとしています。 

 なお、経営戦略上のリスクについては、取締役会規則、経営会議規則、決裁規則に則り、事

前に関連部門においてリスクの分析や対応策等の検討を行い、規則に準じて取締役会または経

営会議において審議・決議を行うことにしています。特に、経営に対する影響が大きい重要な

プロジェクトについては、別途、重要プロジェクトのリスク管理に関する規則に則り、適切な

リスク管理の実施を行うことにしています。 

 また、リスクが顕在化した場合の対応として、リスク管理規則の中で危機管理の運用につい

て定め、緊急事態における行動指針を明らかにするとともに、各事業所に危機管理責任者を置

き、損失を極小化するための体制を適切に運用することにしています。」 

＜リスク管理組織＞ 

 



 

195 

 

 

＜全社的リスク管理活動＞ 

     

 

＜リスクマネジメントの活動＞                                             

① リスクの洗出し・評価 ・・・2012年度は、2013年 1月から各部門によるリスクの見直し

を行い、事業部門ごとに重要リスクをリスク管理委員会で特定しました。 

② 重要リスクの特定・対応リスクの選定・・・（重要リスクの特定）事業部門毎に特定した

重要リスクを集計し、全社リスク管理委員会において集計したリスクの重要性を審議し経

営に重大な影響を及ぼす重要なリスク（全社認識リスク）を２０項目特定しました。 

 全社認識リスク以外のリスク項目については、事業部門独自リスクとして、それぞれの

事業部門がリスクとして認識し対応することにしました。なお、全社認識リスクについて

は、本社にモニタリング責任部門を設置し、定期的にモニタリングすることにしています。

２０１２年度については、２０１３年４月にモニタリングを行いました。（対応リスクの

決定）全社認識リスクの中で、対応が不足しており、かつ緊急に全社として対応すること

が必要なリスクを３項目選定しました。また、事業部門においても同時に事業部門として

対応すべきリスク項目（事業部門対応リスク）を選定しました。                                         

③ リスク対策の策定・実行・・・選定した全社対応リスクについては、本社にリスク対応責

任部門を設置し、この部門がリスクへの対応策を策定し全社リスク委員会での審議・承認

後、実行に移しました。事業部門対応リスクについても同様に、事業部門毎にリスク対策

を策定し、実行しました。  

④ モニタリング・・・（重要リスクのモニタリング）重要リスクについては、２０１３年３

月に各事業部門のリスク管理部門が２０１３年度のリスク見直し作業の中で、各リスクの
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重要性・対応レベル・緊急性についてモニタリングしました。 

 特に全社認識リスクについては、２０１３年４月に本社モニタリング責任部門が、事業

部門のモニタリング結果を考慮しながら、全社的な見地で当該リスクを低減するために行

っている業務や仕組みが有効に機能しているかどうかをモニタリングしました。                               

（対応リスクのモニタリング）・・・対応リスク（全社対応リスク、事業部門対応リスク）

については、2012年 9月と 2013年 3月にリスク対策の実行状況を対応責任部門が自己評価

し、リスク管理部門がその結果をモニタリングしました。                                                              

（モニタリング結果のリスク管理委員会への報告）・・・事業部門ごとに行われた重要リ

スクと対応リスクのモニタリング結果については、事業部門のリスク管理委員会に報告し

ました。 

 また、全社認識リスクと全社対応リスクのモニタリング結果については、全社リスク管

理委員会に報告しました 

＜国内関係会社への展開＞                                          

2011年下期から国内重要子会社において当社と同様の方法で全社的リスク管理活動を開始しま

した。2012年 10月からは、その他の国内関係会社でもリスク管理活動を実施するよう指導を行

いました。その他の関係会社では、当社で行ってきた活動内容を踏まえ、一部省略した簡便な

方法で活動を行っていただくよう実施方法を工夫しました。 

＜２０１２年度に特定した全社認識リスク＞                                 

事業部門毎に特定した重要リスクを集計し、全社リスク管理委員会で経営に重大な影響を及ぼ

す重要なリスクを２０項目決定しました。 

 当該リスクについては、本社にモニタリング責任部門を設置し毎年１回３月にモニタリング

を行います。また、全社認識リスクをもとに、有価証券報告書、Kawasaki Report等で「事業等

のリスク」として開示するリスク項目を決定します。 

 なお、リスク項目については、毎年見直しを行います。 

 

★2012年度に特定した全社認識リスク 

リスク名称 本社モニタリング責任部門 

人的リスク 人事部 

調達リスク 調達企画部 

為替リスク 財務部、経営企画部 

大規模災害リスク 経営企画部 

設備老朽化リスク 経営企画部 

個別受注プロジェクト管理リスク 経営企画部 

情報漏洩リスク 総務部、情報企画部 

コンプライアンスリスク CSR 部 

品質管理リスク ものづくり推進部 

景気悪化リスク 経営企画部 
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★ ２

０

１

２

年

度

に

選

定

し

た

全社対応リスク 

全社認識リスクの中から、対応が不足しており、かつ緊急に全社として対応することが必要なリ

スク項目として、以下の３項目を選定しました。当該リスクについては本社に対応責任部門を置

き、当該部門を中心に対策を策定し、実行しています。 

2012 年度に選定した全社対応リスク 

    

こ

れ

ら

を

もとに、対応状況をまとめる。（省略）                   

以上同社のリスクマネジメント活動と 2012年度の結果を参照してみた。 

３）事業（ビジネス）リスクの要因 

前項の事例を見てみると事業リスクは以下の通り大きく３つに分類される。 

（ア） 外部リスク・・・経済リスク、政治・社会リスク、法規・司法リスク、貿易枠組み・ 

        金融制度、規制リスク、市場環境変動リスク、天候･気候リスク、 

技術リスク、ステーク・ホルダーリスク、不動産・資産価格（有価   

証券価格）変動リスク、その他（風評、消費者・ユーザー、セキュ 

リティ侵害、大規模訴訟（リコール、集団訴訟、薬害・食品衛生、情

報セキュリティ）                   

（イ）内部リスク・・・戦略リスク（ビジョン、意思決定、組織、人材）、部門共通事業リ  

スク（ブランド、人事・労務、業務運営、事業地域）、部門個別事業 

リスク（営業、開発、設計、調達、倉庫、生産、工務、品質保証、物 

流、海外運営、国内現場、経理、財務、広報・営業支援、法務、情報・ 

セキュリティ、CSR、外部報告、環境、コンプライアンス）  

（ハ）重要プロジェクトリスク（各事業（ビジネス）リスクが複数・複雑に絡むリスク） 

・・・戦略リスク、政治・社会リスク、経済リスク、部門横断リスク（営 

環境汚染リスク 地球環境部 

税務リスク 経理部 

開発設計リスク 技術開発本部 

カントリーリスク マーケティング本部 

生産工程管理リスク ものづくり推進部 

知的財産リスク 知的財産部 

債権回収リスク 財務部 

契約リスク 法務部 

安全衛生リスク 安全保健部 

遊休資産リスク 経営企画部 

リスク名称 本社対応責任部門 

大規模災害リスク 経営企画部、総務部 

設備老朽化リスク 施設部、経営企画部 

情報漏洩リスク 総務部、情報企画部 
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業＜顧客リスク含む＞、財務、法務、現場、事業地域、事業＜ジョイ

ントベンチャー相手方含む＞等） 

     これらのリスクでは、やはり発生頻度と個別ビジネスに対する重要度（影響度）の大きさ

から、経営上の重要度は決まり、そのリスクの取り方（回避、低減、移転、保有）により

異なる。 

      川崎重工業㈱の例を取ると、20 項目の全社認識リスクでは、経営企画部責任の項目が 6

項目（景気悪化リスク、個別受注プロジェクト管理リスク、大規模災害リスク、設備老朽

化リスク等）あり、生産・技術分野で４項目（品質管理、生産工程管理、開発設計リスク、

調達リスク）、財務・経理で３項目（為替リスク、税務リスク、債権回収リスク）が挙げ

られている。勿論、情報漏洩や環境汚染、安全衛生、コンプライアンスリスクも挙げられ

ているが重要度は必ずしも大きくは無いようである。 

      リスク対応として、長期的な対応、持続的・継続的対応と短期的（半年、１年のスパン）

対応とでは自から異なる。BCP（事業継続計画）の策定と準備もこのような対応の一つと

言える。 

 

７．有価証券報告書が捉えるリスク項目 

上記 5項（前掲）の川崎重工業㈱「リスク一覧」をもとに、資源・鉱山業（石油・ガス・金属）、

商社（プロジェクト開発も重要）、エンジニアリング・建設、小売業（デパート、スーパー等）、

サービス業（運輸、鉄道等）、金融サービス業（銀行、証券、損保、生保等）等の業態を加え、

比較判断が出来うるリスク一覧とした。（筆者作成）
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企業がビジネスリスクとして認識する項目（一覧） 2013.09.18 2013.12.10(修正） 

対象リスク一覧 （本項目は、川崎重工業株のリスク管理の表をもとに修正・作成） 
   

対象 

 リスク 

  分類 

      業界特有 
突発的で対

処不能 

リスクの規

模 

  
  

    
短期的対

処 
  

          
中長期的 

対処 

リスクの発

生頻度 

外部 

 リスク 
経済   景気悪化（停滞、退潮） 消費低迷、投資低迷       

      国際経済(債務不履行・デフォルト）       

      国際金融システム（システムリスク） ○（金融）     

      エネルギー政策の転換 
○（エネルギ

ー、素材） 
    

  
政治・社会 

  
政府・社会の不安定、国際政治（国際紛争）       

      政権崩壊・クーデター・革命       

      テロ・内戦、暴動       

      大規模ストライキ       

      法令・諸規則の突然の改変       

  法規・司法   
突然の命令（税金＜輸出税等＞）、雇用制度、

最低賃金値上げ、社会保障費等） 
      

  貿易枠組み(自由化） 
ＷＴＯ，ＥＰＡ，ＦＴＡ（ＴＰＰ，ＲＣＥＰ，等）の制度

変更 
      

  金融制度規制 ＢＩＳ基準の変更 ○（金融）     

  市場環境   競合他社       

      顧客ニーズの変化       

      市場の突然の消滅       

  天候・気候   地球温暖化 
○食品、衣

料、小売 
    

      暑さ寒さ（夏、冬）、干ばつ、長雨 
サービス業、

燃料 
    

  技術   社会の急激な技術進歩・代替技術       

      競合先の急激な技術進歩 
エレクトロニク

ス 
    

      産業社会の急激な変動による （生活家電）     

      技術の急激な陳腐化       

              

  ステークホルダー 株主、地方自治体、金融機関等       

      アクティビスト（社会活動家等）       

  不動産・資産価格 不動産価格の急激な下落 
○金融、不動

産 
    

  有価証券の価格 （本業以外） 有価証券の価格の急激な下落       

    
   （個別事

業） 
 金融機関の資産の管理では特に重要）       

  その他   風評        

      消費者・ユーザー対策       

      セキュリティ侵害       

      
大規模訴訟（リコール、集団訴訟他）(薬害・食品

衛生、情報他） 
      

  ハザード   大規模災害（自然災害、社会災害）       

      
 （自然災害）（噴火、地震、津波、竜巻、台風・

豪雨、豪雪/寒波） 
      

       （山火事、大気汚染）       

      
 （社会インフラ災害）（鉄道、道路、港湾、通

信、電力、水） 
      

      
 公害・大規模環境汚染・環境破壊（海洋汚染、

湖沼・河川汚染） 
      

      
 新型ウイルス等による大型感染症の蔓延（ﾊﾟﾝ

ﾃﾞﾐｯｸ) 
      

      
事故（第三者によるもの）（コンビナート、電力、

その他広域事故） 
      

内部 

 リスク 
戦略リスク ビジョン ビジョンの不明確・誤り       

      周知徹底の不足       

    意思決定 新規事業への進出       
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      既存事業のうち問題事業からの撤退       

      
事業投資 (タイミング、規模、方法＜単独、共

同、委託等＞ 
      

      設備投資(過剰、停止・削減）       

      
（M&A による設備取得、設備耐用年数評価：資

産価値） 
      

      企業買収・合併       

      （戦略的提携等）（のれん代評価）       

      資源開発投資 
○（資源、商

社） 
    

       単独投資       

       協力一部投資       

       鉱区設定(権利取得）       

      鉱山投資・鉱区投資の不確実性 
○（資源、商

社） 
    

      
操業上の事故(油田火災・派生事故：海洋汚染

等） 

○（資源、商

社） 
    

      商品・先物手配・調達投資       

       季節商品（食品、衣料、燃料等）       

      第三者からの敵対的買収に対する対応策       

      
特定重要プロジェクト・事業の事業環境の急激

な変化 
      

    組織 組織構造の有効性       

      頻繁な組織の改編       

    人材 経営者・トップ経営陣の継承・育成 
○（小売業、

急成長企業） 
    

      (後継者問題） 同族企業     

  事業リスク ブランド 
企業ブランド（ブランドイメージの毀損、不正使

用防止、盗用防止） 
      

  （部門共通）   製品ブランド       

  
＊複数事業

部門 
人事・労務 

人材・人員不足(マネジメント、スタッフ、ワーカ

ー） 
      

  
で運営する場

合 
  安全衛生管理       

      労務管理（ストライキ等） 特に海外事業所等で       

      人事処遇       

      年金問題（積み立て等）       

    業務運営 マネジメント能力       

      
関係会社管理（関係会社の不正、管理・監督不

備） 
      

      コミュニケーション       

      権限・制限       

      業務効率(重複組織・重複業務）       

      アウトソーシング       

      知的財産（ナレッジ・ノウハウ管理）       

      業務提携       

      セキュリティ（ハード、ソフト）       

      情報共有化       

      業務監査・品質監査       

      品質管理       

      作業環境       

    事業地域 
事業地域（投資・活動）の集中・分散（同一国、

同一地域への集中の安全性） 
○（商社）     

    (生産拠点） （事業投資）（生産拠点の集中等）       

    事業時期 
同一業種・同種案件の集中投資・時期の分散

（集中の安全性） 
○（商社）     

      ＜投資サイクルの検討＞       

  事業リスク 営業 マーケティング戦略（ブランド維持、盗用防止）       

   （部門個別）   販売戦略（販売チャネル含む）       

      与信管理       

      債権回収（債務不履行）       

      顧客対応       

      受注産業における投資計画の中止・消滅、延期 
○（プラント、

建設） 
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 受注後の変動リスク（資機材価格の高騰、技

術条件変更等） 

  （重電機、

機械） 
    

      得意先経営破綻（信用リスク）       

      
取引・提携先金融機関経営破綻（銀行、証券、

損保、生保等） 
      

    開発 開発テーマの選定（中止、終了含む） 
＊開発型の

商社含む 
    

      開発での提携       

      （技術導入）       

      開発能力（人材等）       

    設計 関連部門との連携を考慮しない設計 
＊開発型の

商社含む 
    

      
サプライチェーンの関係先との連携をしない設

計 
      

      顧客ニーズを反映しない設計       

      設計能力（人材、設計技術等）       

    調達 安定した調達先の確保（1 社集中を避ける） 
＊開発型の

商社含む 
    

        ・・・供給不安の解消＜数量、価格等＞       

      
調達ルートの複数化（サプライチェーンの柔軟

性） 
      

      サプライチェーンの協力会社管理       

      
特定原材料・燃料の急騰（原油、ガス、石炭、鉄

鋼、レアアース等） 
      

    倉庫 在庫管理（原材料、仕掛、製品） 
＊開発型の

商社含む 
    

       協力企業での在庫管理も含む       

       外部倉庫を含む全体把握（ＩＴでの管理）       

    生産 生産能力の不足 
＊開発型の

商社含む 
    

      （協力会社の起用、活用）       

      生産技術       

      生産工程管理 （業務改善）       

      生産設備（追加、改造、保守）       

      
サプライチェーンの協力会社の生産指導（グロ

ーバルでも） 
      

    工務 
個別受注プロジェクト管理(プロジェクトマネジメ

ント） 
      

      生産調節・調整、内作・外注政策       

              

    品質保証 製品サービス不良 
＊開発型の

商社含む 
    

              

    物流 流通チャネルの管理 
＊開発型の

商社含む 
    

      物流管理（輸出関連会社含む）       

      輸出入手続き       

      輸出規制等の管理       

    海外 カントリーリスク       

      
（一国管理から海外サプライチェーンでの複数

国間管理） 
      

      
 ・カントリーリスク＜政治、経済、社会＞＜地政

学上の問題＞ 
      

       ・税制、関税、所得税等       

       ・輸出代金・配当等の送金規制       

       ・現地化（ローカルコンテッツも含む）       

       ・商習慣       

    （海外現場）  ・雇用・労働慣習（ストライキ等） 
○プラント、

重電機・ 
    

       ・社会慣習（宗教、行事、禁忌、その他） 機械等     

      
 ・生活習慣（国民性等）（食生活、衛生概念、そ

の他） 
      

       ・政治・政策（国有化その他）       

    国内現場 地域特性       

    
（プラント、建

設） 
運転・メンテナンス 

○プラント、

重電機・ 
    

    [重電機、機械） 地域の法令・法規 機械等     

  部門共通 経理 会計処理（国際標準会計の導入）       

  （グループ企 (財務会計） 財務報告       



 

202 

 

  

業 

  共通を含む） (税務会計） 税務（多国籍間取引での税務）       

      減損会計の影響       

      繰り延べ税金資産       

      のれん代の償却       

    財務 金利       

      外国為替の変動       

      資本調達(国内、海外）       

      資金繰り       

      年金資産運用・退職給付債務の増大       

      株式（株価）（資産目的株式）       

      格付け       

      債務保証（子会社、ＪＶ案件、その他）       

    管理 予算・計画管理（中期計画・単年度計画）       

    （管理会計） 業績評価       

      目的・戦略の整合性       

    広報 メディア対策（マスメディア）       

      ・営業支援 
ニューメディア対策（Ｗｅｂlog(ﾌﾞﾛｸﾞ), 

ｔwｉｔｔｅｒ， 
      

      INTERNET 対応、       

    法務 法・業法遵守       

      各種個別契約（営業、購買、技術、その他）       

      訴訟対応(消費者、知財、営業・業務）       

      製造物責任（PL）       

      コンプライアンス       

    情報・ 不正アクセス       

    セキュリティ 情報漏洩、外部からの侵害、情報改ざん、消去       

      情報窃盗、       

      情報インフラ不備、       

      ネットワークシステムダウン       

      顧客情報漏えい、なり済ましサイト、       

      個人情報の流出       

    ＣＳＲ 社会的責任の不備       

      説明責任の不備       

    外部報告 内部統制評価（含む関連会社）       

      監査機関への報告       

    環境 環境汚染（国内事業所、海外事業所）       

      ＣＯ２排出等       

      新たな環境規制(環境税の導入を含む）       

      
環境活動（グリーン購買、フットプリント、エコ商

品） 
      

      環境・リサイクル対応       

      サステナブルエネルギー等       

    
コンプライアン

ス 
組織的な不正       

      役職員・従業員の不正       

      ハラスメント       

      法令・社会規範遵守       

      
独禁法、公取法、不正競争防止法、下請法、景

表法 
      

      各種金融規制法、割賦法、       

      輸出管理規制       



 

203 

 

 

本論において、対象とした業種並びに起業は、16業種、６４社の有価証券報告書を取り上げ、

産業毎の特徴並びに特徴的な個別企業のリスクについて、分類、分析して見ると以下の通りで

ある。（表―１ ） 

 

 

各社の有価証券報告書から見られる特徴は、下記の通りであった。 

以下の表―２ 「業種別リスク比較（１６業種）」を参照 

   １）特徴―全体的な特徴 

    ・国際経済動向および国際市場の供給に関するリスクが一番であり。（外部リスク） 

    ・国際金融リスクはどの産業にも関わりますが、とりわけ金融サービス業にとっては大きな

リリスク要因となる。 

    ・為替変変動リスク 

    ・各国の情勢に関わるリスクは、企業毎に進出国やマーケットが異なるため分散しているが、 

中国、ASEAN、・中東情勢はやはり関心事である。 

    ・受注関連産業では、受注後の経済情勢も大きなリスク要因とされる。 

    ・技術革新・陳腐化が重要な産業では、これに対するリスク（研究開発費と成果に関するリ

スク）が大きな要因としてあげられる。 

    ・原材料、資源に依存する産業では、原材料価格と調達の可能性が大きなリスク要因となる。 

    ・国内問題として、各種の法律、基準、規格の変更、修正、導入もリスク要因となる。 

     特に、規制となる法律の制定は、新たな費用負担の増加となり、国際市場を相手の産業で

は、国際競争力を削ぐリスクとなる場合がある。（特に環境規制や各種付加税、並びに特

定システム保護のための価格上載せ等：再生可能エネルギーの使用促進、強制に伴う電力

価格の上乗せ等） 

     又国際的な貿易取り決め（TPP,WTO、EPA 等）の適用や、明らかな協定違反（レアアース

等の輸出禁止や大幅な抑制、重要エネルギー源の輸送大幅削減や停止等）も大きなリスク

要因となる。 

有価証券報告書調査対象産業・企業一覧 （１６業種６４社） 2013.12.10 

企業 主要企業 企業数
産業

1 化学・ファイン・トイレタリー 三菱化学ホールディングス住友化学 信越化学 旭硝子 ブリヂストン 花王 資生堂 7
2 鉄鋼・非鉄金属 新日鉄住金 JFEホールディングス 住友金属鉱山 三菱マテリアル 3
3 重電機 日立製作所 東芝 三菱電機 富士電機ホールディングス 4
4 生活家電 ソニー パナソニック シャープ 3
5 精密機器 キャノン リコー ニコン 京セラ 4
6 重機械 三菱重工業 川崎重工業 IHI 小松製作所 4
7 自動車 トヨタ 日産 本田 3
8 医薬品 武田 アステラス エーザイ 3
9 食品・飲料 味の素 キッコーマン キユーピー キリンホールディングス アサヒビール 明治ホールディングス 6

10 繊維・製紙 東レ 帝人 王子ホールディングス 日本製紙 4
11 資源・石油・金属鉱山 国際石油資源開発帝石 石油資源開発 JX日鉱ホールディングス 出光興産 4
12 エンジニアリング・建設 日揮 千代田化工建設 大成建設 清水建設 4
13 航空・海運・鉄道 日本航空 日本郵船 東日本旅客鉄道 3
14 商社 三菱商事 三井物産 住友商事 3
15 小売・スーパー セブン＆Iホールディングスイオン 三越・伊勢丹ホールディングス丸井グループ ファーストリテーリング（ユニクロ） 5
16 金融（銀行、証券、損保・生保） 三菱UFJファイナンシャル・グループ野村ホールディングス 東京海上ホールディングス 日本生命相互会社 4

16業種 計 64

（連結・グループ） （連結・グループ）
売上高　5,000億円未満 従業員数　5,000人未満 △
　　　　　10,000億円（1兆円）未満 10,000人未満 ▲
　　　　　　20,000億円（2兆円）未満 20,000人未満 ○
　　　　　30,000億円（３兆円）未満 50,000人未満 ●
　　　　　50,000億円（5兆円）未満 100,000人未満 □

200,000人未満 ■
300,000人未満 ◇
500,000人未満 ◆
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    ・内部リスクとして各産業が上げているリスクとして、資金調達・財務リスクや資産価格の

低下（債権、株式、不動産価格、退職給付資産等）や退職給付債務、財務リスク及び格付

け低下、深い関係の業務提携先とのビジネス関係の変更リスクがある。 

   

２）特徴―個別業種別の特徴 

   ・精密機械産業では、技術の陳腐化、研究開発投資の回収リスク 

   ・医薬関連産業では、薬価の引き下げ（国内マーケット）、（特許有効期限等） 

   ・生活家電産業では、技術進歩（陳腐化）とやはり研究開発投資、「規模の経済」へのキャッ

チアップリスクが大きな要因としている。 

   ・生活家電を中心に、サプライチェーンの構築のリスク（ASEAN をはじめとする諸外国の製造・

貿易構造にも大きく依存している。）がある。 

・さらに電機、電子通信業界、生活家電業界は、規格・標準化におけるイニシアティブが取れ

るかどうかのリスクも抱えている。 

   ・自動車産業のリスクは、国際市場での需要動向と、金融サービス（中古車市場の価格等も）

があり、さらにイベント性リスク（リコール対応や環境対応等）も挙げられる。 

   ・食品業界では、天候不順、天変地異、製造物責任（食の安全）、嗜好の変化・ニーズ対応が

大きな要因となっている。昨今、海外マーケットへの傾斜は、現地企業の M&A も含め事業戦

略上のリスクも要因として高まっている。 

   ・重機械産業では、受注後の経済変動による中断、中止のリスクも含め、カントリーリスクや

信用リスクが高まる。特にインフラ輸出関連では、技術契約での漏れも含め、なかなかつか

みにくいリスクが発生し、又設計変更や現地工事に伴う施工リスクも大きな要因となる。 

    （今回特に、詳細には分析していないが、原子力発電設備、火力発電（石炭、ガス等）、高

速鉄道システム、通信・放送システム等のインフラ設備・システムを対象とする産業も各種

の規格、基準の設定やどの基準を選択するかが大きなリスクとなる。この場合一企業ではな

く、国家を上げての経済・外交政策にも大きく依存する。政府の役割の重要性もましてくる。

つまり政府・政策に関わるリスクも重要となる。 

   ・建設・エンジニアリング産業でも、引き合い・受注プロジェクトの大型化、超納期化にとも

ない、カントリーリスクや国際経済（政治リスクも含む）の変動リスクが大きい。 

・さらにファイナンスが必要なケース等では、ジョイントベンチャーやコンソーシアムといっ

た実施契約形態をとるが、この場合はそれぞれの相手方の遂行、業務体制・能力によるリス

クも増大する場合がある。いわゆるプロジェクト遂行上のリスクが途上国を中心に大きい。

企業により多角化事業戦略に伴うリスクも発生する。 

   ・国内マーケットが主な企業（卸売、小売、不動産、国内サービス業等）にとって、不動産価

格の変動が大きなリスク要因となる。又消費税等も短期的には変動リスクとなる。 

    製造業においても直接消費者との取引が多い、食品、化粧品業界は、ブランドイメージを損

なう事態への的確な対処がなされるか否かが大きなリスクとなる。（隠蔽、見過ごし、判断

ミスは特に時間経過とともにリスクが拡大、増大し取り返しのつかない状況：倒産等につな

がる。 

   ・資源開発、石油・ガス・金属鉱業分野では世界のエネルギー需要動向と国際的な景気動向が

大きなリスク要因となる。（その裏には、国際政治や経済摩擦等がある） 

国との政策の連携が必要ではあるが資源国との契約交渉は大きなリスクでも有り又チャン

スでもある。 

ⅰ）内部要因として、資源鉱区の設定や実際の資源探査（探鉱）そして開発・掘削に伴う 

      費用は、各種の税制で補助されているものの、失敗リスクは大きい。 

特に探鉱、開発・生産が当初想定の経済規模を確保できない場合のリスクは大きい。 
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石油・天然ガス開発事業における資金調達、経済・政治の変更による資金調達、許認可、

開発スケジュールの遅れ等のリスクオペレータシップ、共同事業のリスク、災害・事故

のリスク（探鉱中、事業化、廃鉱）、第三者との提携・事業投資リスク、設備投資及び

投融資のリスク等の数々のリスクが存在し、我が国では本格的な石油・ガスの資源開発

企業はまだ大きなリスクを抱えている。 

ⅱ）一方、銅鉱山開発をはじめとする非鉄金属鉱山開発は、為替や金利リスクといった外

部リスク以外に、精錬に伴う環境リスク、リサイクル・リスクが大きな要因である。 

これ以外に非鉄金属製品の需給の変動による市況の変動は大きく、在庫リスクも重要な

要因となり、長期の営業リスクともなる。 

   ・商社のリスク（ここでは、通常の貿易仲介＜口銭ビジネス等＞の分野は除く）は、開発・プ 

ロジェクト、金融（長期開発融資・投資）の観点でのリスクを対象とする。 

    ⅰ）資源開発産業と同様に開発の成否に関わるリスク体系ではある。開発後、商業生産が開

始された場合においても、契約における利益分配や配当分与、法令、事業権に関わる契約

の順守リスク、信用リスク、債権回収リスク等が挙げられる。さらに事業地域（プロジェ

クトの実施地域）が集中するリスクがある。 

    ⅱ）又、投資成果が予想を下回るリスクが常に伴い、プロジェクト投資を含めた投資決定の

審査、意思決定の役割がより大きくなってきている。 

     当然のことながら、国際経済・政治の動向は大きな注意点であり、社内重要事項の意思決

定に関するコンプライアンス（社内規程の順守等）リスクは高まる。 

   ・航空・海運・陸運等の運輸産業では、安全リスクが最大である。 

    ⅰ）航空・海運においては、燃料代の占める割合が多く、エネルギー価格の高騰リスクが高

い。航空機のリース代、メンテナンス代も含め為替、金利、人件費の変動リスクが高い。 

      航空輸送における安全は、内部的な安全対策（保全メンテナンスを含む）のみならず、

テロやその他の外部よりのリスクと全般的な信用・風評（レピュテーション）リスク（確

実な運行確保等）も重要である。 

ⅱ）鉄道では、多角化事業の進展に伴い、小売事業、金融サービスの比重が高まる（SUICA

等）ため従来と異なるリスクが増大する。（食の安全リスク、物品販売に伴う製造物責

任、金融・情報のセキュリティ・リスク等） 

     ・この産業は、国土交通省の強い規制を受けており、この点ではリスクは少ないが典型的

な社会インフラのため自然災害に対するリスク対応が重要である。 

   ・小売・サービス業では、外部リスクとして、国内外の経済情勢による影響リスクはあるが、

中国等では政治問題に起因する不買運動のリスクはある。国内では、立地問題が大きなリス

クであり、競合他社の出店計画や自社販売拠点の再構築・リニューアル投資等のリスクが高

まる。 

    出店や立地に関連し、不動産の価格変動リスクも都市計画法、建築基準法、大規模小売店舗

立地法等の改正リスク、食品安全衛生法（食の安全リスク）、割賦販売法、貸金業法等の改

正等新たなビジネスに関するリスク、内部リスクとして、経営陣のうち特定役員への依存の

リスク、ブランドリスク、同じく情報セキュリティ・リスクが挙げられる。        

チェーンストア（スーパー、コンビニエンスストア等）、ショッピング・モール等において

も店舗ブランド（複数ブランドがあるとしても）に対する毀損リスクも常に重要な要因とな

る。また外部不審者への対応も含まれる。 

   ・金融サービス業では、日本経済、世界経済の動向、特に米国 FRB（連邦準備制度理事会）や

IMF、IBRD（世界銀行）、ECB（欧州中央銀行）等の動向（政策）が大きな要因となる。特に

FSB（米国金融安定理事会）の基準は、ビジネスの運営そのものに大きな影響を与えるリス

クと認識されている。各金融期間は多角化と国際化の中で M&A 等を行ってきており、この成

果いかんが大きな事業リスクと認識されている。M&A や業務提携先の金融機関の破綻のリス
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クも大きくなってきている。さらに自然災害を始め各種の災害対応の BCP を策定しているが、

この計画を上回るリスクも想定されている。証券業においてはトレーディングの失敗のリス

クもある。 

     この産業では、ビジネスの中核が情報システムに大きく依存しており、システミックリス

ク、コンプライアンスリスク、レピュテーション（風評）リスクが大きくある。 

保険業界では、保険引受リスクが存在する。 

 

 「業種別リスク比較（１６業種）」を以下の通り示す。 
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業種別リスク比較　（１６業種）
太字　：各業界に共通するリスク項目 青字：個別企業の特異なリスク 2013.11．09　　松田

産業毎の事業に関する主要リスクの違い 赤字：各産業個別のリスク
産業 外部リスク：海外要因 国際経済・金融システム 国内要因 社会一般要因 内部リスク 戦略リスク 事業リスク 業務運営リスク 個別事業リスク（部門別）
化学・ファイン・ﾄｲﾚﾀﾘｰ・化粧品 国際経済動向、 為替リスク 事業環境の大幅は変動リスク 自然災害、 固定資産の低下リスク 買収・合弁事業の再編等のリスク 地域別市場・供給の予測リスク 情報管理 薬価引き下げ

需給動向 金利リスク 薬価引き下げリスク 異常気象 有価証券の減損リスク 原油価格・原燃料・ナフサ価格の変動リスク 製造物責任リスク 知的財産権保護 競争激化
国際市場や供給に関わるリスク 格付け低下リスク 法制度の変更（薬事法、輸出入関連法、独占禁止法 退職給付資産の低下リスク 企業買収・資本提携のリスク 不良品・リコールのリスク 重大な訴訟 ディスプレイ事業への依存リスク
中東の政情不安、 知財、租税、労働、）（競争法） 繰延税金資産の減額リスク 研究開発リスク（研究テーマ） 環境問題対応リスク
政治・経済の動向（テロ、戦争その他） 在庫評価リスク 生産設備事故・災害

株式相場の変動リスク 資材の調達
連結子会社・持分法子会社の成績 自動車業界の動向
借入金・社債等の金利変動リスク
有価証券等の保有資産の価値変動リスク
退職給付債務の変動
固定資産の価値の下落
資金調達リスク

鉄鋼・非鉄金属 国際的な鉄鋼需要の動向 為替リスク 国内経済状況（及び韓国、中国、ASEAN） 自然災害リスク 鉱山投資のリスク 環境規制（CO2排出規制） 訴訟 客先信用リスク（倒産等）
国際的鉄鋼メーカーとの競争 国内鉄鋼会社との競争（価格、技術） 台風、 長期原料購買契約リスク その他の環境規制の導入リスク 情報管理 製造物責任
原材料価格の変動（鉄鋼石、石炭、合金 特に自動車向け製品の
スクラップ、海上運搬費 重大な労働災害、設備事故、 競争（技術、価格、市場占有率）
海外の主要市場での特殊関税の問題 海外の関税率、輸入規制等のリスク 国内法令・公的規制の強化 環境事故、品質問題、 の激化による販売リスク
非鉄金属の価格変動（ニッケル,銅、金、アルミ） 　環境、労働・安全衛生、通商・貿易・為替、 感染症

知財、租税、独占禁止、建設業法、 供給障害（サプライチェーンの断絶
海外リスク（政治的、経済的リスク、法令改変 等）によるリスク
国有化、資産没収、知財の保護の不十分 ＜自然災害、労働争議、その他＞

環境保全と対策リスク
（産業廃棄物、毒劇物管理含む）

重電機 景気変動リスク 為替変動リスク 消費動向のリスク 自然災害リスク 資金調達環境の変化（調達コストの上昇） 戦略的集中投資の成否リスク 新興経済地域市場の変動リスク 外注先を含めたサプライチェーン 厳しい競争環境
需給の循環的変動 金利変動リスク 個人消費動向、 財務リスク（連結・単体の経営成績、繰延税金 戦略的提携・買収の成否のリスク ローカルフィット商品 の最適化 人材確保
海外大規模案件の受注後の変更、工程遅延 欧州金融危機、金融機関の自己資本 株価の下落、 資産、退職・年金資産の価値の減額） （アライアンス、 政府公共投資の受注後の変更、工程遅延 個人情報の漏洩リスク 製品の品質と製造物責任等
購買・調達品の材料価格の高騰、 規制、 （長期資産の価格変動、のれん代の減損） 事業構造改革 製品の欠陥等による損失 知的財産権に関わるリスク
世界の経済状況、社会情勢、税制等の規制動向 財務制限条項（借り入れ契約、格付け水準） 新技術の出現 投資に見合う回収が見合わない（サイクル 訴訟リスク
テロ、戦争、新型インフルエンザ等による政治的 取り引き慣行に関わるリスク が短い） 環境に関する規制の強化
社会的混乱のリスク （土壌汚染、
地域別のリスク（中国・アジア） コンプライアンスに関わるリスク

役員、従業員、大株主、関係会社
に関わるリスク
情報システムへの依存

生活家電 世界市場における景気後退と需要の減少 為替変動 災害リスク 資金調達環境の変化 事業構造改革（事業7統廃合、低コスト国 競合他社との競争激化 人材流出（マネジメント） 地域ごとの労働規制、労働組合との協約
戦争、テロ、感染症、 金利の変動 自然災害、 株価の下落による資産価値の減少 への移管・集約、 新規参入企業の競争 知財、著作権 売掛金の回収リスク
カントリーリスク（政治、経済、商習慣、文化、宗教、 投資規制 電力不足による生産低下 不動産投資リスク 外部委託の活用 研究開発投資の成果（陳腐化のｽﾋﾟｰﾄﾞ) 監督官庁の施策、法令遵守
規格・標準化競争 関税、税制、税率の変更 信用リスク、格付け変動 技術獲得、新規事業開発、事業競争の 技術革新における競争 個人情報等の遵守

会計基準の変更 ための買収、合弁、売却のリスク ビジネスパートナーへの依存度 品質保証（損害賠償）
年金債務、のれん代の減価 ビジネスプロセス最適化、収益力強化 （財務上、ブランドイメージ、契約打ち切り 環境問題の対処
繰延税金資産及び法人税等の不確実性 異なる事業間の事業戦略、オペレーション 原材料の調達・サプライチェーンの確保 コンピュータウイルス
（持分法の関連会社業績、財務状況） の失敗（開発、製造、マーケティング、 （レアアース等）
各種法令（独占禁止法、安全法規、 技術インターフェース） ビジネスパートナーの法令遵守、
政府許認可の取得 在庫増加

（ヒューレット・パッカード）
精密機器 世界の市場の経済動向に関するリスク 為替リスク 売上・需要予測リスク 自然災害リスク HPとのビジネスに関するリスク（HPの政策変更） 業界に対するリスク ブランド価値リスク 物流・流通リスク（ロジスティックス） デジタル製品のビジネスサイクルリスク

国際的な事業活動関連リスク 金利リスク 有価証券関連リスク 　・次世代技術への投資に関するリスク 人材確保リスク 知的財産リスク （プリンター、デジカメ、半導体、
・未整備な技術インフラ 公的規制のリスク 　・新製品移行に関するリスク 環境負債リスク 機密情報リスク 競合の激化
・未整備な技術インフラ政変、領土問題、 資金調達リスク 業務提携・戦略的提携のリスク 環境規制に関するリスク 訴訟リスク ファイナンス事業リスク
　不利な経済要因の発生 技術対応リスク（現在保持していない技術） 特殊顧客への依存リスク 電力不足リスク 製造物責任リスク
・政治、法律、税制、関税、売上債権回収期間等 ブランドリスク（加工品、その他消費財） 特定サプライヤーへの依存リスク 法規制リスク（CSR,コンプライアンス
　の変化 偽造品のリスク 、品質・環境・安全、会計）
・輸出リスク 製品の組み合わせ品質に関するリスク
・事業リスク（政治、経済、テロ、戦争、感染症）
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重機械 国際経済、政治に関するリスク 為替リスク 景気低迷 自然災害、感染症 関連企業の事業や業績 業務提携・戦略的提携のリスク 特定製品/技術の競争力 製品の品質 個別プロジェクト管理（見積もりコスト
・経済状況 金利リスク BCPを超える状況の発生（自然災害、資材の入手 債務者の財政悪化による債務保証 提携での期待した効果が出ない 資機材の調達、 知的財産リスク 　設計変更、工程混乱、

＜輸出・海外事業重視企業＞ 部品の現地調達、現地工事、現地生産活動 困難、、生産能力の調整） 各国の規制の変化（関税、輸出入規制、通貨規制 研究開発 技術契約（不利な契約）、（不利な条件の 法令遵守 インフラ公共投資が進まない
・契約相手先のデフォルト 資金調達リスク 税制、その他 債務保証 見落とし、ペナルティの発生） 環境規制
・新興国での大規模インフラ案件の競争 繰延税金資産の減価、 人材育成 情報セキュリティ
カントリーリスク（政治・経済の混乱、債務不履行 与信管理 原材料・燃料の高騰、供給不足による 安全衛生
投資資産の接収、テロ、労働争議等） コストアップ
（貿易制裁、宗教・文化の相違、紛争）
プラント建設での不測の事態

自動車 ・国際市場の需要変動 金融サービスの競争激化 顧客ニーズの変化 国内の若者の自動車離れ 取引先の信用リスク（サプライヤー、販売会社 ニーズにあった製品の開発、技術開発 部品、原材料の確保（サプライチェーン） 情報漏洩
・自動車市場の競争激化（国際競争） （中古車の価格定価も） 金融機関、 販売戦略の構築 知財リスク
顧客ニーズの変化 為替リスク 退職給付債務、 他社との提携、 品質管理
国際活動に関するリスク（政治、経済要因：テロ、 金利リスク 研究開発活動（予想を超えたスピード） コンプライアンス
戦争、クーデター、暴動） 金融資産の価格変動、 自然災害 優秀な人材確保
イベント性リスク（自動車産業に適用される 流動資産のリスク（残存価格変動リスク 重要な訴訟
政治・規制・法的手続き、＜環境問題、安全＜ ＜販売金融事業リスク＞
リコール＞＞ 法人税、関税、

医薬品 薬剤費抑制による価格引き下げリスク 為替リスク 薬事行政の影響 自然災害 研究開発リスク 企業買収リスク 環境問題リスク 特許満了、知財リスク 競合品の販売リスク
（米国・先進国、途上国） パンデミック（疾病)及び自然災害による 製品の副作用リスク
カントリーリスク（政情、経済動向、商習慣） 生産の中断、工場閉鎖によるリスク 訴訟リスク（薬害、製造物

責任、労務、公正取引等
情報セキュリティリスク
内部統制

食品・飲料
海外ビジネスが多い企業 事業展開地域の天変地異や社会的制度 為替リスク 製品市況 少子・高齢化

製品市況の変動 不利な租税制度 国内法規（食品衛生法、薬事、環境・リサイクル 嗜好・消費動向 提携及び買収リスク 環境対応 知的財産権リスク 原材料の価格
政治・経済変動、テロ・紛争 天候による影響（冷夏、旱魃、台風、異常気象 特定商品への依存度の高さ （廃棄物処置、大気・水質 訴訟リスク （天候不順による原料価格）
事業投資・許可、輸出入、為替、租税に 地球温暖化）リスク アルコール規制対策 　騒音、振動、土壌汚染 （コンプライアンス、 エネルギー価格（重油等）
關する法律の変更リスク 事業提携先、出資先の管理 、地盤沈下、環境汚染 　製造物責任、知財侵害）
原料価格（原油、大豆、アルミ、麦芽、コーン 大規模な商品の回収
原乳）の高騰

国内ビジネスが多い企業 為替の変動 国内法規（食品衛生法、薬事、環境・リサイクル 自然災害、大規模停電 減損会計・繰延税金資産 連結子会社との関係 品質保証システム 訴訟対応リスク 原材料の価格
金利の変動 酒税法、独禁法、他） 有価証券の時価の変動 食の安全トレーサビリティ 情報漏洩リスク 得意先の破綻
有価証券の変動

繊維・製紙 国内外の需要、市況の動向 金利の変動 法規制、税制、競争政策、内部統制に関するリスク 退職給付債務 原材料・燃料の上昇 製造物責任、 訴訟リスク（労働法、独禁法、安衛法、海外プロジェクトに関わるリスク
・需要環境の変化、素材代替、取引先・購買先 為替の変動 繰延税金資産に関わるリスク 設備投資、合弁事業、提携・買収に関わる 信用リスク 環境規制 原材料価格の高騰（原燃料、チップ、古紙
　方針の変更による需要の急激な減退 有価証券の価格の変動 固定資産の減損リスク リスク 知的財産権 重油、
・海外事業リスク（法令の変更、 株価変動リスク 医薬品開発に関わるリスク コンプライアンス

資源・石油・金属鉱山 原材料供給におけるカントリーリスク ・国の政策との連携 ＜石油・天然ガス開発事業＞
（産油/産ガス国の自国資源保護の管理強化） エネルギー市場の自由化等のリスク ・探鉱・開発・生産に成功しないリスク 操業に関するリスク（投資の見返り） 環境問題「大気、水質、海洋汚染） 特定プロジェクト対応リスク
OPEC生産制限 販売リスク 　　産油国との契約費用（鉱区権設定等）＞ 地域別開発リスク（中東、アフリカ、 知財 （資金、技術＜調査・探査＞、工期、操業
・生産分与契約の内容の変更 税制リスク（鉱業等の税制優遇措置、 ・原油・コンデンセート・天然ガスの埋蔵量 金属はアフリカ、オーストラリア、南米 情報システム、個人情報 販売等）
・世界のエネルギー受給の中期・長期予測 探鉱準備近制度、海外投資等損失準備金制度 　推定リスク 仕入れリスク（長期調達のリスク） ＜削井、生産、輸送、販売等＞

、廃鉱に関する資産除去債務、 ・埋蔵量の変動リスク 開発スケジュールリスク 経営権のリスク
棚卸資産の収益低下 ・石油・天然ガス開発事業における資金 政府許認可が得られない・遅延するリスク

　経済・政治の変更による資金調達、
　許認可、開発スケジュール等のリスク
・オペレータシップ、共同事業のリスク
・災害・事故のリスク（探鉱中、事業化、廃鉱）
第三者との提携・事業投資リスク
設備投資及び投融資のリスク
事業再構築が適切にできないリスク

・銅事業に関する国際市況の変動 為替変動 銅製品の市況 ＜非鉄金属事業＞ 主要事業地域における契約期間 個人情報管理
金利変動 IT産業・エレクトロニクス産業の動向 掘削機器等の調達の円滑化 環境リスク（精錬等）
資産価値の変動 建設事業等の状況の変化 環境リサイクルリスク

操業に関するリスク
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産業 海外要因 国際経済システム 国内要因 社会一般要因 内部リスク 戦略リスク 事業リスク 業務運営リスク 個別事業リスク（部門別）
エンジニアリング・建設
　　　海外ビジネスが多い企業G 　世界的な景気動向・社会動向 為替リスク 国内の景気動向 自然災害、疾病リスク 顧客投資計画の変更・中止・延期 コンプライアンスリスク

　カントリーリスク（国別、地域別） 他事業の投資リスク 情報セキュリティ
　プロジェクト遂行上のリスク
　　　　資材価格 プロジェクト受注リスク（見積もり）
　　　　レーバーコスト 受注における提携リスク
　　　　プラント事故 事業多角化戦略リスク

　　　国内ビジネスが多い企業G 特になし 為替リスク 建設・不動産市場の変動リスク 退職給付債務（年金資産の時価の下落） 公共工事の受注リスク 建設生産物の瑕疵 取引先信用リスク
　プロジェクト遂行上のリスク 市場リスク（景気後退、公共工事、民間投資） 資産保有リスク 付帯事業（PFI,レジャー等長期事業） 技術・品質上の重大事故・欠陥
　（海外事業のリスク＜経済、政治、テロ＞ 金利水準の変動 のリスク

関係法規・規制 重大事故の発生
建設資材価格の変動リスク

商社 世界マクロ経済環境の変化 為替リスク 株価リスク 自然災害リスク 金利リスク 事業投資リスク 事業再編が計画通り進まないリスク コンプライアンスリスク 信用リスク
エネルギー資源の商品市況 金利リスク 法令、規制が新たに課されるリスク（金属、ｴﾈﾙｷﾞｰ) （気候変動に関わるリスク 固定資産価値の下落リスク （個別投資リスク） 開発事業（金属、石炭、油・ガス）の 従業員による不正行為 （債権回収不能のリスク）
金属資源の商品市況 法令、事業権に関わる契約の順守リスク 株式、債券相場下落のリスク 事業活動地域の集中リスク 探鉱・開発・生産事業における不確実 内部統制が不適切なリスク 個別企業へのリスク
石油化学製品の原料市況と需給バランス 株式市況の変動リスク 第三者との合弁事業、第三者への 性のリスク 訴訟リスク 競合他社との競争激化
カントリーリスク 繰延税金資産の回収リスク 投資成果が思わしくないリスク 役職員の法令違反

不動産・固定資産の下落によるリスク 情報システムに関わるリスク

航空・海運・鉄道
　　　　＜国際ビジネス＞ 国際情勢の変化 為替リスク 災害に関するリスク 競争に関するリスク（低価格事業者との競争・差別化） 航空機導入に関わるリスク（納期） 第三者への依存に関わるリスク 航空機の安全 他の輸送事業者との競争の激化

（政治、経済情勢） 金利リスク 天候・気象の変化・急変 法的規制に関するリスク 発着枠に関するリスク オペレーションセンター （航空、鉄道、海運、自動車、バス、トラック）
国際的な協定（国家間の）の変化 （耐空性、航空運送法、 提携先に関するリスク コントロールセンター
エネルギー情勢 税制、独禁法、通商法 資金調達リスク コスト構造（燃料、人件費、整備費）に関する 情報システムセンターに関するもの
国際治安（テロ、海賊、 環境リスク
国際的許認可 訴訟リスク

労働争議
　　　　＜国内ビジネス＞ 国内景気状況（人、貨物の移動） 天候・気象の変化・急変 安全対策 新規事業戦略 人材確保（各種の資格の保有者）

国土交通省の管理（運行、運賃、安全、鉄道事業法） 自然災害リスク 不動産価格 質の高い従業員（船員）の確保
自然災害・感染症等 生活サービス 国際法の順守（環境保全、生物多様性

（食品、 コンプライアンス、鉄道の安全 食中毒・商品の瑕疵・品質管理
SUICA事業（金融） SUICA事業 情報処理、管理 個人情報保護

小売・スーパー 中国政府の不買運動対応リスク 金利リスク 国内・海外の経済状況の動向 少子高齢化リスク グループ会社の事業活動に関するリスク 海外事業リスク プライベート商品リスク 仕入・流通ネットワーク障害リスク 貸倒リスク（金融事業）
為替リスク 天候不順 自然災害リスク （商品・原材料の調達価格の変動） M&Aリスク 競合激化のリスク 顧客情報漏洩リスク 生産の特定地域（中国）への依存リスク
規制変更リスク 不動産価格上昇に伴うリスク 商品の安全性、表示 ブランドリスク 食品の安全性、品質水準低下 知的財産に関わるリスク
自己資本比率に関するリスク 人件費の上昇リスク 出店政策 総合金融事業の拡大に関するリスク （鳥インフルエンザ等） データセンター運用上のリスク

不動産関係法や不動産保有リスク のれん代の償却 欠陥商品・食中毒、瑕疵ある商品のリスク 係争・訴訟リスク
都市計画法、建築基準法、大規模小売店舗立地法 退職給付債務のリスク
等の改正リスク 繰延税金資産の回収リスク
食品安全衛生法 資金調達リスク
割賦販売法、貸金業法等の改正リスク 敵対的買収防衛策に関するリスク

経営陣のうち特定役員への依存のリスク
保有不動産の価格変動リスク

金融（銀行、証券、損保・生保） 日本経済、国際経済の情勢 国際金融リスク（アメリカ、EU、新興国 自然災害リスク、事業中断リスク 繰延税金資産のリスク 競争リスク 消費者金融業務におけるリスク システムリスク 特定提携先のリスク
海外進出リスク（ビジネス環境、 為替リスク 資本調達リスク 事業提携リスク 業務範囲拡大によるリスク 情報漏洩リスク （モルガンスタンレー）
FSB(米国金融安定理事会）基準 格付け低下による資金流動性リスク 退職給付債務 M&Aリスク 貸出業務リスク（貸倒、業績不振企業支援） レピュテーション（風評）リスク 保険引受リスク

金融資産の価値低下リスク BCPを超えるリスク 多角化事業（ヘルスケア、シルバー、 コンプライアンスリスク （損保、生保）
テロ・災害リスク ＜中国、その他＞ アセットマネジメント）リスク 人材確保に関するリスク

担保設定資産の権利行使困難 オペレーショナルリスク（証券取引）
イベントリスク（大手金融機関の破綻）
トレーディング・投資活動の損失（証券会社）
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業種毎の差はかなり出ているが、これ以外にもやはり個別企業毎のリスクの対象・認識分野の違

いは出ている。これらは、個別企業の戦略や企業の成り立ち、創業時よりの歴史の違いや経営ス

タイル（マネジメント・スタイル）の違いにもよる。ビジネスデザイン（ビジネスモデルも含む）

だけだはなくより人間系の知識、情報、知恵の活用が重要となる。 

企業戦略（グループ企業戦略も必要となる）のみならず、同一企業においても異なった事業を

展開している場合、やはり異なったリスクが認識され、その対応が求められている。特にグロー

バル化企業においては、グローバエルに認識するリスクとローカル（国別、地域別＜文化やライ

フスタイル、対象顧客（政府系か民間か）の違いも考慮したものが必要となる。 

すべて、グループ企業間での情報が的確に把握、共有され、的確なタイムリーな経営判断ができ

ることが必要となる。特にグローバル企業においては、企業内の判断のみならず、社外取締役や

その他の有識者の意見や情報をより積極的に取り入れる姿勢が望まれる。 

 

８．リスクの保有（受容）と回避 

リスク対応には、「回避」、「低減」、「保有」、「移転」等の方法があるが、特に回避と保有が大き 

な意思決定選択となる。 

 移転は、通常保険にて金銭的に社外保険会社に持ってもらう。（損害保険による火災保険、地

震等の特約、自動車・車両保険、営業損失の保険等、また業種により工事保険（組み立て保険、

第三者賠償保険）、人的なものについては労災保険やその他上乗せの災害保険、それ以外に包括

的な保険による対応として移転する場合が多い。国家が取り仕切る輸出保険、金融機関がシス

テムリスクに備えた金融分野の特殊保険もある。＜これらは全て、コスト（保険料支払いと保

険金額のバランス）と発生確率やリスクの重要度で考慮する）＞ 

 また取引先（業務委託や請負先、下請け等）や顧客との財・サービスの提供方法に関わる契

約にて移転、回避、低減することができる。 

具体的な回避策として、物理的な対応をとるか、リスク程度により保有することとなる。 

発生頻度によりその判断は異なるが、自社のみですべて処理できないケースが増えているため、

サプライチェーンも勘案した、そして海外の子会社取引先とも連動した対応がなされることと

なる。但し、経済リスク等（経済変動による売上、利益の変動等）はまさに経営の根幹であり、

外部に移転はできず、個別契約にて低減することもままならない。 

技術リスクに対しては、技術の導入等そして、各種の提携（業務、技術、販売、仕入れ）に

より短中期の対応を行うことがある。 

これ以外では、すべて自社（グループ企業内）にて回避策、低減策、そして保有範囲を意思決

定することとなる。 

これはまさに、経営戦略そのものである。 

この点で、現在の経営は、リスク・ベースのマネジメントと言える。 

 

９．経営に求められるもの 

前項で述べた通り、リスクの対応として、「回避」、「低減」、「受容」、「移転」等の方法があるが、 

「移転」では金銭的・経済的には「保険」をどの程度かけるか（実際は保険会社、再保険会社に引

き受けてもらうか）によるが、これはコストの問題である。 

さらに、時間のリスクヘッジは、なかなかできないが、契約問題で一部解消することができる。 

  「低減」として、技術導入、OEM生産、製造委託等もあります。これも時間をコストで買うことによ

り対応ができる場合もある。戦略として、Make or Buy（部品、商品（製品）、知財を買うのみなら

ず、工場・事業そのものを買収することも含む）の大きな戦略として、競合先に対する対抗（リス

クの低減）ともなる。その他広範囲な業務提携や M&A（企業買収・合併）もその手段の一つとなり得

る。 

資源開発や大型事業開発、生産財・社会インフラ、大型プロジェクトの受注・遂行の業種では、リ

スク低減として、経営資源の有効活用とリスク分散の対策から業務提携やプロジェクトごとのジョ
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イントベンチャーを組むことが増大している。プロジェクトその物を業務または設備毎に分割して、

ここのリスク範囲を少なくし管理が行き届くことによるリスク低減を図ることとなる。 

（低減するリスクは、人材資源、管理資源（プロジェクトコントロール能力＜設計や調達、工事等

＞）の共有と分散、プロジェクト資金、外的な折衝能力、情報収集能力＜特に特殊海外コクにおけ

る各種の情報・情報分析、対応＞等があります。 

製造業においては、原料調達、生産場所、在庫や販売能力での共同化も低減の一つとなります。 

小売業やサービス業では、共同ブランドや共同流通システムの利用もこれらに入ります。 

情報システム（情報通信システム、データベース活用）の活用（情報センター・ソフトウエアの利

用による過大投資の回避等）も大きなリスク低減となります。 

  「回避」では、リスクがありそうな事業から撤退することもあります。予想利益に対してあまりに

も過大な設備投資やその他の投資（マーケティングも含む）を行うことは避ける必要があり、同業

者との共同事業化や場合により事業売却もあります。 

一方、リスクの無い・少ない事業のみを行うこともあります。この場合、事業の縮小とマーケッ

トは縮小し、且つ競合企業の進出を招くリスクを負うこととなります。中期的には、企業・事業の

衰退へとつながるケースもあります。又これは株主、投資家に対する企業責任を放棄するとも言え

ます。 

  勿論、金融機関をはじめとして、資本提携、資金の導入等による金銭的な回避も重要となります。 

「回避」が多ければ、何もしないというリスクが生じ、さらに時間要素を含むと、取り返しのきか

ない事態に陥るとの考えも必要です。すべてリスク回避、移転を行うとコストがかさみ、チャンス

がなくなり、結果としてリターンもない事業活動となる。当然利益を産まないので、株主は投資を

引き上げることとなる。 

「保有（受容）」とは、リスクに対する挑戦として、リスク分析の徹底と保有能力の的確な評価、判

断を行い、回避ではなくリスクをある程度承知の上でのビジネス・チャンスの開拓・活用である。  

当初考えられていたリスクを①他社との協業や②サプライチェーンを構成する企業との密接な連

携によるリスク低減をもとにした対応、③新たな技術開発（技術開発や技術導入）や④新たなビジ

ネス創造、⑤新たなビジネスの組み合わせ（新結合）⑥新たなマーケットの開拓、⑦新たな原料・

部品（新たな取引先の開拓を含む）の調達によりコスト低減による競争力の向上等による対応 

等が有り、これをすることが企業の本来の生き方、経営であるといえる。 

最近、社会現象として、若者における安心、安定志向は一種の回避であり、時代の変化、挑戦（チ

ャレンジ）精神の欠如、減退であり、まさに人類の変化に対する後ろ向き対応といえます。 

これも個人の選択なのであろうが「保有（受容）」とは単なる受け入れではなく、問題の根本を知

り（極め）、適切な対応、対策を立て準備して、受け入れる（リスクを最大限少なくして）、必要な

リスクは引き受けて立ち向かうとのことでしょう。「見えないところ、理解できないところ、現状で

は解決不能＜解決案が浮かばない＞というところ」に切り込んで、新たな局面で対応ができ、リス

クを低減できることがある。通常、何もしなければリスクは低減または消滅しない。  

 

人類は何らかのリスクを挑戦と思考、試行、努力で乗り越えて来たのでしょう。時間がチャンス

に転化できるなら、若者のほうがよりチャンスがあり、高齢者はチャンスが少ないこととなります。

（相対的に）このチャンスを生かさなければ、自らが早く高齢者化することとなる。事業（ビジネ

ス）リスクの裏返しにチャンスがあると考えたいと思います。 

 

   事業（ビジネス）並びに企業経営の観点から見ると、日本の大企業病とはまさに、チャレンジし

ない高齢化病でもあります。（最近の日本人はなかなかチャレンジしない。経営者も日本人なら同じ

状況に陥る。）ならば企業はチャレンジできる人材（経営陣も同じく）を広く海外から調達するする

方向へ向かう必要＜必然＞がある。グローバル化はもはや人材（スタッフのみならず経営者（プロ

フェッショナル・マネジャー、ダイレクター）の確保へと向かう。 

 

  現状の日本の経営では、リスクが大きいと判断するため、つまりチャンスを低く見積もるため、（チ

ャンスの少ない既存のマーケットや日本のみを見る癖が抜けないため）新たな事業への進出、対応

は弱く（経営資源：人材、コスト、研究投資・設備投資の動員が遅く、少ない）、決断が遅く、決断

しても責任者を明確にしての支援が少なくなることが特徴である。 
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特に資金や税制を含めた補助金・助成金を頼りにする姿勢が強く、これも決断を送らせ、資金投

入時期や額を適切なモノ以下にする結果、成果が上がらないという悪循環に陥る状況となる。 

 

企業だけが高齢化（老化）するのでなく、政府・自治体、従業員、組合員、市民、株主＜個人と機

関とを問わず＞、金融機関等が全て老化して来るのです。 

リスク・ベースではあるが活性化する社会、事業（ビジネス）ができる環境整備が是非必要なの

です。 

＜対策として＞ 

① リスクマネー（ベンチャーキャピタルやエンジェル資金も含む）の準備を行う。 

（単なるバラマキ政策、中小企業振興策としての限界企業の存続は悪である。） 

    エンジェル資金、ベンチャー資金＜個人等が出資する少額投資に対する税制免除等が必要であ

る。また技術と市場と資金をマッチングする組織や企業、NPO等の支援策も合わせて行う火強い

兎がある。まさにビジネスを推進するのに必要な各種の「情報のマッチング」と「情報交換の

場」を官主導でなく、民間・個人、シニア人材が行える仕組み作りが重要となる。 

    情報の非対称性の世界においてリスクを減らすには「密な人間関係が構築」できる場が重要で

ある。 

② 人材の活用と育成（失敗を恐れない状況、赤字や倒産してもある一定の成果や希望が持てる若

手中堅に対する再チャレンジのチャンスを与える。（その間の生活をある程度保証できるセー

フティネットの構築）・・・ただし何もやらない若者に生活資金を（生活保護として）与える

ことは無意味である。 

チャレンジできる経営者を登用する。外国人マネジャーの起用も重要となる。特に国内売上よ

り海外売上が多ければ特にこの支店は重要となる。マーケット・顧客を知らずに経営はできな

い。 

③ さらに、ビジネス（今日的には、社会的企業：ソーシャル・ビジネス/ソーシャルカンパニー）

を行えるような社会的な支援者人材：ボランティア人材・チャレンジ人材の発掘・育成を行う。 

④ 新規技術の開発支援だけではなく、生まれた商品・サービスを率先して、企業、市民、政府・

地方公共団体が購入する仕組みを取り入れる。（実績、前例主義による参入障壁を作ってはい

けない。） 

さらに金額規模が小さいもの（購買側のリスクが低いもの）については、積極的な導入を行

う。（新規技術の採用・導入（設備投資も含め）もすすめる必要がある。大企業にあっては若

手、新規企業との共同研究、共同試作、購入、ベンダー化を行う必要がある。 

⑤ 新規ビジネスモデル・サービスの導入、マーケティング支援や試行がなければチャンスは生ま

れません。 

大企業経験者を含めシニアによるマーケティング協力による大企業への販売支援も、購入側

企業にとって購買、調達リスクを低減できる重要な方策である。 

⑥ マーケットを設計して作り上げる、気付かなかった市場を再発見する、等々いろいろな方策、

手段、戦略・戦術が生まれるのでしょう。 

 

１０.結論と今後への示唆 

近年、リスクマネジメントは経営上で重視され、「コンプライアンスからリスクマネジメントの時

代へ」とも言われる背景には、①2006年の会社法の施行により、株式会社では「損失の危険の管理

に関する体制」を整備する必要、②2008年度から日本版 SOX法が施行され、財務においてリスク管

理体制の整備がある。企業が意思決定を行う際は、従来からもリスクマネジメントを暗黙的に行っ

ていたと思われるが、近年、リスクマネジメントに対する意識の高まりと法的指導等を受け、明確

化し、かつ明文化し、公開（有価証券報告書等）するようになった。 

グローバル化の進展により企業業績が大きく海外の経済情勢や政治・社会情勢により環境変化を

受け、結果として事業（ビジネス）そのものの不安定化を増してきている。これを受け、特に民間

企業では、従来の個別リスク管理（環境リスクに特化したり、不正リスク等）に加え、様々な種類

のリスク因子を使って、より高度なリスクマネジメントを行うようになってきた。これに伴い、従

来の危機管理部門を発展させ、経営と直接にリンクした形でリスクマネジメントをより強化する専

門部署（経営リスク委員会等）を置くところも多くなってきた。 
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  ・事業（ビジネス）に従事している経営者、事業の前線に立つ従業員、そして企業の活動に利害と

関心を持つその他のステークホルダーに対して、リスクマネジメントを理解してもらい勝つ協力

してもらうよう要請する必要がある。 

・このため企業はリスクを正確に把握し（過大なリスクを見積もらない）、新たな活力ある社会を再

構築するため、適切なリスクマネジメントを再度考え、見つめてみる必要がある。 

・リスクを判断する経営陣の刷新や新たな資質を備えたグローバルなプロフェッショナル・マジ

ャー、ダイレクターの登用を行う必要がある。 

   ・リスクマトリックスにおけるリスク項目、影響度評価、頻度評価の日々の見直しが、企業の活

力と成長の原因となることを再認識する必要がある。総合的なリスク管理として企業リスク管

理（ERM）が提唱されこれに向けての取り組みがなされている。ただし事業（ビジネス）リスク

としての事業活等（売上や収益、コスト等）についてまでには至っていない。 

 

   ＜今後の取り組み＞ 

    経営者（経営陣）自らがリスク回避（後ろ向き）に走るなら、企業に明日はない。 

・ここでは、事業（ビジネス）を推進する最高責任者である経営者(陣)（マネジメントグループ）

の人材（プロフェッショナル・マネジャー、ダイレクター）を社内のみならずグローバルな人

材から探さなければならなくなる。ASEANを始め、欧米の豊かな経験（リスク経験や体験をもっ

と人）を持った人材に経営を委ねることも必要となる。 

・ソニー、日産だけでなく武田薬品も始めたがグローバル企業は、グローバルな視点で各国のビ

ジネスリスクを理解し、評価し経営に当たるはずである。 

   ・事業リスクの中には高い税金や、インフラコスト（不動産価格、賃貸価格、電力料金、その他） 

    が高いのが問題であれば、事業の拠点を海外に分散することも厭わない。このようなリスク戦

略を迅速（タイムリー）に取れる経営体制がより重要となる。 

・人材コストは特に優秀な人材は世界中でどこでも高いが、日本の学卒人材の質と価格（賃金水

準）が見合わなければ、海外人材の獲得も必要となる。人事リスクは旧来の採用リスクとは質・

レベルが異なってきている。この点のリスクもより重要となる。 

・国際化・グローバル化はリスクマネジメントのグローバル化を伴うものである。一国、一事業 

分野だけを見て判断する時代は過ぎ去ったと言える。 

 

   なお、本論では触れなかったが、社会関係資本（人的ネットワーク＜国際人材ネットワークも含

め＞等）の活用によるリスクマネジメントもある。これらは日本企業にはなかなか認識されてい

ない部分とも言える。インフォーマルな情報、トップ情報は、このような人的ネットワークから

しか得られないのも確かである。（この中には、人間の国際化、国際結婚や外国人の受け入れによ

る社会関係資本の強化もありうるが、この意識がまだないのが現状である。） 

 

＜新たなデザイン＞ 

社会が単なるリスク回避に走り、横並び、平等社会を好み、変化を好まず、新たなものを受け入

れず、チャレンジした人に適切な報酬を与えない社会を打破しなければならない。 

リスクマネジメントは、企業の活動分野だけでなく社会基盤（政治、経済、文化、習慣）をマネジ

メントすることにつながる。 

このため、社会構造も含め的確なリスクマネジメントが必要であり、適切なリスクの認知、認識、

専門知識を持って想定リスクを引き下げる努力が重要となる。 
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坂手康志「低リスク・高収益顧客をつかむ顧客ポートフォリオの再構築」『ダイヤモンド・

ハーバード・ビジネス』第 25巻 2号(2000.3) ．                                                                               

③ ピーターL.バーンスタイン（三枝雅恵訳）「リスクの本質」『ダイヤモンド・ハーバード・ビ

ジネス』第 25巻 2号(2000.3) ． 

④ 山岸俊男、メアリー・C・ブリントン「リスクに背を向ける日本人」講談社 2010年 

⑤ 専修大学商学研究所報第 37巻 2号「リスクマネジメントとコーポレート・ガバナンスに関

する一考察」杉野文俊 2005年 10月 

⑥ ジェームス・ラム 林康史他訳「総合リスク管理 ERMの基礎から実践まで」ダイヤモンド

社(2003) 

＜個別リスクマネジメントは分野毎に安全管理を含め多数ある。＞ 

・プロジェクト（大型プラント、大型インフラ構築・整備、大型ソフトウエア、その他社会・経済

等のプロジェクト、文化、災害、国際紛争、戦争・戦乱・混乱の救援・対応、世界的な感染症・

疾病の予防・対応・対策プロジェクト等を含む）の計画・立案、実施等に関するリスク 

  ＊OGC Management Successful Programs の「Appendix C Risk identification checklist」

には、プロジェクトの進行段階とリスクに対するチェック項目が列記されている。 

   企業等が個別にプロジェクトを計画・遂行する場合に大いに参考となる項目である。 

・製造関連分野（機械・設備、ソフトウエア、製造工程、製品・製品事故:品質管理と安全リスク） 

・食品安全リスク、化学物質の安全・リスク(危険物、毒物の管理) 

・医薬品リスク、建設作業（機器メンテナンス）リスク、探鉱・開発リスク 

・交通機関システムの安全とリスク、情報通信・インフラ（電気・ガス・水道、その他） 

・環境リスク（公害、各種汚染、不法処理等） 

・カントリーリスク(政情・政権・経済システム及びこれに起因する各種の政治、経済、社会、文

化リスク) 

・金融リスク、（融資、投資、保険リスク）（為替や金利変動リスク、債権市場リスク等を含む） 

製造分野： 

・JIS ハンドブック(2009)58－4「リスクマネジメント」日本規格協会 2009 

「リスクマネジメントシステム構築のための一般的な原則及び要素を提供する。この規格の原則

及び要素は、どのような組織においても適用でき、かつ、どのようなリスクにも適用できる。

ただし、リスクマネジメントシステムの認証規格としての使用を意図していない。」と規定し

ている。 

  さらに、リスクアセスメントの原則において、 

「機械類の耐用期間中の全段階におけるリスクを査定するために、機械類に関連した設計、使用、

事故、災害並びに危害についての基礎知識及び経験を統合、それによってリスクマネジメント

として知られる手順について一般原則について規定している。」としている。 

・製品事故データに基づくものとして 

① 「玩具を対象として、リスク・マトリックスの作成」等がある。「2010年 Mar「社会技術

研究論文」（Vol.7,66-75 ）」 

・ソフトウエア開発分野： 

システム開発プロジェクトのリスクマネジメントとして（日本ユニシス） 

② 「UNYSIS TECHNOLOGY REVIEW」第 67号 NOV,2000 

＜業務機能別リスクマネジメント＞ 

法務・契約・知財、ガバナンス・広報、経理・財務、マーケティング、営業・顧客管理・信用・

債権回収、調達、流通（在庫・輸送、物流）、研究開発、人材採用等、コンプライアンスにつ

いて個別にリスクマネジメントについて言及している。 

この他プロジェクトマネジメントにおいてリスクマネジメントに言及している。 

安全保障貿易管理等に関連し輸出禁止・規制に関する法務リスクもある。 
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・全体として、保険会社や法務ビジネスサービス会社、大手総合研究所等がリスクマネジメント

手法と共に文献、雑誌、セミナー資料等を作成している。 

★経済産業省、文部科学省、厚生労働省等もガイドライン等を出している。 

例：経済産業省経済産業政策局産業資金課編「先進企業から学ぶ事業リスクマネジメント実践

テキストー企業価値の向上を目指して」（平成 17 年 3 月）（経済産業調査会）（インターネ

ットにてダウンロード可能） 

・学会でも、安全工学会等がリスクについての指針等を出している。 

① 帝国データバンク情報部編著  「帝国データバンクが教える 危ない会社はここでわかる」

実業之日本社(2002.10) 

② 東京商工会議所編  「図解 企業を危機から守るクライシス・コミュニケーションが見る見 

るわかる」サンマーク出版(2001.1) 

③ 日本リスク・コンサルタント協会編  「経営リスク管理マニュアル」 PHP(1988) 

④ ポール・S・ロイヤー「プロジェクト・リスクマネジメント」峯本展夫訳 生産性出版(2002) 

 

参考資料 

・64 社の有価証券報告書：すべてインターネットより各社のホームページより入手可能  

・損害保険会社の「リスクマネジメントガイド」等多数 

（例：損保ジャパン・日本興亜リスクマネジメント社等） 

東京海上日動リスクコンサルティング㈱では、BCMS（事業継続計画マネジメント）    

の考えからのガイド（この他地域継続計画や建物海外でのリスク、法的訴訟対策等あり） 

㈱インターリスク総研・MS&AD インシュアランスグループ 

・田中 周二、「保険会社の ERMー保険会社の内部モデルの構築に向けて」（金融研究研修セ

ンター「第 6 回保健リスク管理システムに関する研究会 資料（2006 年 12 月 26 日） 

・SJRM リスクレビュー：荒木由起子「企業における ERM（Enterprise Risk Management）の

実践のあり方」(2010) 

   ・個別企業のホームページにおける、「事業リスク」の考え方は多数ある。 

   （例：住友商事、川崎重工業） 

注）参考文献のうち、「リスク」については、経済学やファイナンスの分野からの知見が多

い。 
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